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　２１世紀、産業界では事業活動のグローバル化が進み、さまざまな国で調達・生産・

販売活動を行っています。しかし一方では、地球規模での環境悪化が懸念され、今後

のモノづくりに大きな影響を与える「地球温暖化防止のルール設定」や「循環型社会

システムの構築」に向けた国際的な取り組みが活発化していますが、改善の兆しはま

だよく見えてこないのが現状です。人間社会にとって「経済発展と環境保全の調和」

が最も重要な課題である、との認識が強まるなか、とりわけ自動車の環境負荷低減を

担う私たち自動車関連企業の環境経営には、一層の努力が求められています。

　私ども富士通テンは自動車部品のグローバルサプライヤーとして、｢世界の人々の

共感を呼び､未来を予感させる豊かな車社会におけるライフスタイルを描き、提案する｣

ことを事業ビジョンとしています。車におけるヒューマンインターフェースの革新（人

と車のより良い関係づくり）によって、安全と安心を確保し、快適移動空間を提供し、

地球環境へ貢献してまいります。特に、自動車の環境負荷低減に貢献するグリーン製

品開発やモノづくりでの環境配慮においては、環境リーダーの役割を果たしてまいる

所存です。

　環境経営においては、経済性、環境性、社会性の３つの視点で見て「持続可能な発展」

を遂げられるかどうかが重要になってきています。グリーン製品開発（製品固有の環

境課題）やモノづくりでの環境配慮（地域・地球共通の環境課題）に加え、企業倫理、

地域活性、社会貢献、文化活動など社会的課題を対象としたマネジメントに注力し、他

企業や地域・団体とのパートナーシップを強化・拡大してまいります。

　私ども富士通テンの環境経営に対しまして皆さまのご理解、ご支援を賜りますよう

お願いいたします。

　タイトルを「環境経営報告書」と改めたこの報告書では、そうした私たちの思いと

活動を幅広くお伝えするため、従来の環境に関する情報に加え、コンプライアンス、人

事制度、安全衛生などの社会性に関する情報も開示しております。この報告書を通じ

て富士通テングループの環境経営の現状をご理解いただければ幸いに存じます。

　私たちの活動内容について、何か感じられたことがございましたら忌憚のないご意

見をお寄せ下さい。

２００４年８月

代表取締役社長
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会社概要�
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社     名 ： 富士通テン株式会社

所 在 地 ： 本社事務所 〒６５２－８５１０ 神戸市兵庫区御所通１－２－２８　 ＴＥＬ．０７８－６７１－５０８１

            ： 工場 　　　〒６５２－８５１０ 神戸市兵庫区御所通１－２－２８　 ＴＥＬ．０７８－６７１－５０８１

       　　　　　　　   〒５０８－０１０１ 岐阜県中津川市苗木２１１０　  　ＴＥＬ．０５７３－６６－５１２１

代 表 者 ： 代表取締役社長  槌本 隆光

設      立 ： １９７２年１０月２５日

事業内容 ： インフォテインメント機器および自動車用電子機器の製造、販売

主要製品 ： インフォテインメント機器

　　　　　　　　　オーディオ・ナビゲーション機器

　　　　　　　　　＜車載用＞

　　　　　　　　　　オーディオ機器

　　　　　　　　　　オーディオ・ビジュアル関連機器

　　　　　　　　　　ナビゲーション関連機器

　　　　　　　　　＜ホーム用＞

　　　　　　　　　　タイムドメインオーディオシステム

　　　　　　　　　移動通信機器

　　　　　　　　　　情報通信応用システム

　　　　　　　　　　情報通信応用機器

　　　　　自動車用電子機器

　　　　　　　　　　コントロールユニット（ＥＣＵ）およびセンサ

　　　　　　　　　　ミリ波レーダ（６０ＧＨｚ・７６ＧＨｚ帯）

資 本 金 ： ５３億円（２００４年３月３１日現在）

　富士通テングループは、「誠」を大切にして働き、お客様と社会に貢献することを企業理念としてオリジナリティ

のある商品開発およびサービス提供に努め、お客さまとともに成長してまいります。

編集方針�
【目  的】

　環境経営報告書は、経済側面、環境側面、社会側面の３つの側面について、それぞれの考え方や取り組みを

記述し、企業情報の開示を積極的に行うことを目的としています。

【対  象】

　お客様、従業員、取引先、地域社会、行政など、多様なステークホルダーを対象にしています。

【２００４年度版の特徴】

　・情報開示範囲を全富士通テングループに拡大しました。

　・環境活動に加えて経済的側面、社会的側面についても一部、記述いたしました。特に環境活動については、

目標、計画、実績などをグラフや図表を用いて分かりやすくまとめるよう努めています。

【準拠ガイドライン】

　環境省「環境報告書ガイドライン（２００３年度版）」 http://www.env.go.jp/policy/report/h１５-０５/all.pdf

【コミュニケーション】

　環境経営報告書は皆さまと富士通テングループとの重要なコミュニケーションツールと考えています。本報

告書に折込みのアンケート等をご利用いただき、ぜひご意見をお聞かせください。

報告範囲�
　本報告書で紹介する集計データは、２００３年

度（２００３年４月１日～２００４年３月３１日）における、

富士通テンと富士通テングループ各社（国内：

製造会社１社､販売会社３社、その他５社 海外：

製造会社５社(＊)、販売会社５社、その他３社）を

対象とした連結のデータです。

　しかしながら、一部の実績データについては

日本国内のみの情報や富士通テン単独の実績

として記載している部分があり、この点を今後

の課題と捉えています。

(＊)現在建設中の富士通天電子（無錫）有限公司を除く

※財務情報の詳細につきましては、下記ホームページ「決算公告」などをご覧ください
　http://www.fujitsu-ten.co.jp/company/koukoku/index.html
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当社の事業活動・商品の環境側面と環境を守るための主な取り組み�
�

▲
�

▲
�

▲
�

▲
�

▲
�

　富士通テングループは、主に自動車に搭載するインフォテインメント機器（オーディオ・ナビゲーション機器、移

動通信機器）、自動車用電子機器などの商品開発、設計、製造、販売を事業としています。�

　グループの環境保全活動は、これらの事業活動ならびに商品の使用、廃棄が環境に与える影響を認識し、「投

入する資材や天然資源」、「排出する廃棄物や排ガス・排水など」の種類（環境側面）ごとに定量的な評価を加え

て、企画、推進しています。

事業活動・�
商品の流れ�

�

事業所内共通�
�

主要環境側面�
（インプット）�

�

①エネルギー資源の消費
②水資源の消費
③森林資源の消費

④環境負荷物質の排出
⑤生活排水
⑥廃棄物

主要環境側面�
(アウトプット)�

�

主要環境側面�
（製品）�

�

環
境
影
響
の
発
生
要
素�

�

環
境
保
全
の
取
り
組
み�

�
地球温暖化対策①④�
全グループで省エネルギ
ー設備の導入や節電活動
を徹底しています。（P１３-１４）�
�

用紙削減活動③�
事務処理ペーパーレス化、
ペーパーレス会議の推進
やコピーの縮小･両面使用
を奨励しています。（P１６）�
��

化学物質取扱管理と�
有害物質使用削減④�
ＰＲＴＲ対象物質を重点に
取扱管理を徹底するとと
もに代替化を推進してい
ます。（P１７-１８）�
�

廃棄物減量化と�
適正処理⑥�
３R（Reduce：発生抑制、
Reuse：再使用、Recycle：
再利用）を基本に、廃棄物
発生量の削減および、埋
め立て廃棄物のゼロ化（ゼ
ロエミッション）に取り組
んでいます。（P１５）�

開発・設計�
�

①実験車両の燃料消費

②実験車両の排ガス

③鉱物､石油､森林資源
　など天然資源の採取
④製品使用時の燃料消費
⑤製品への有害物質含有（部品）

シミュレータの開発①②�
車両の実験走行に代えて、
車が走る､曲がる､止まる
などのバーチャルな動作
環境を作り出し、電子機器
の開発評価ができるシス
テムを自社開発し、活用し
ています。�
�
グリーン製品開発�
③④⑤�
製品環境アセスメントを
実施し、製造時・使用時の
省資源・省エネや有害物
質の使用排除、さらにリサ
イクル性をよくするために、
原材料の統一や分解し易
い構造にするなど設計に
配慮しています。（P１９-２１）�
�
環境貢献製品の開発�
車の燃費向上に直接寄与
するＨＶ・ＦＣＥＶ用製品、
交通を円滑にして環境保
全に貢献するＩＴＳ（インテ
リジェント・トランスポート・
システムズ：高度道路交通
システム）関連機器などを
開発･提供しています。�

部材調達�
�

①運送車両の燃料消費

②製造工程での環境
　負荷物質の排出
③運送車両の排ガス
④持込み容器包装廃棄物

グリーン調達の推進�
取引先に発行するグリーン
調達ガイドラインに基づき、
新規部材採用時に環境ア
セスメントを実施し、環境
影響のより小さいものを
選んでいます。�
また、取引先の環境への取
り組みについての評価・支
援も行っています。（P１１-１２）�
�

「天栄会」分科会活動�
①②③④（取引先協力会）�
環境マネジメントシステム
の構築を進めるとともに、
部品物流における環境負
荷の低減、鉛フリー･６価
クロムフリー部品切り替
えの推進や環境負荷物質
管理体制の強化などをテ
ーマに自主的な活動を展
開しています。�
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▲
�
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▲
�

２００３年度の主な活動�

　グリーン製品開発においては、従来製品比９０%の軽量化を実現したTV／GPS一体型フィルムアンテナの開発を行ったほか、顧客向け製品への鉛フリー

はんだ適用を開始しました。順次規制対象が拡大される欧州の自動車環境規制（ＥＬＶ指令）に対しては、電球ガラスの鉛フリー化、６価クロムフリーの技術

確立を進めました。また、ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）の実施ガイドラインを策定し、一部製品で試行を始めました。

　環境保全活動では、海外生産品の荷揚げ港を製品輸送先により近い港へ変更（陸上輸送距離の短縮）して、物流におけるＣＯ２排出量の低減を図りました。

また、２００３年５月にＦＴＥＧ（ドイツ）が販売会社として初めてＩＳＯ１４００１の認証を取得したほか、２００３年１０月にはＦＴＴＬ（タイ）が認証を取得しました。

製　造�
�

①製造設備の電力消費

②製造工程での環境
　負荷物質の使用・排出
③不要部材（端材･仕損品）�
④使用済み部材容器包装

⑤製品への有害物質
　含有（副資材）

①自動車の燃料消費
 （間接影響）

①使用済み製品
 （シュレッダーダスト）

地球温暖化対策①�
組立工程の削減、リードタ
イムの短縮など生産性の
向上に取り組んでいます。�
�

環境負荷物質の削減�
②⑤�
鉛フリーはんだの適用拡
大や電子基板のコーティ
ングレス化など、ＰＲＴＲ対
象物質の使用削減、ＶＯＣ
（揮発性有機化合物）の排
出抑制対策を強化してい
ます。（P１７-２０）�
�

部材容器包装の�
リユース④�
部品メーカの緩衝材リユ
ースに協力するため、製
造工程でトレー・リール・
スティックなどを分別して
返却しています。�

製品物流･販売･�
アフターサービス�

�
�

①物流・営業車両の燃料消費
②カタログ・製品容器包装
　製作での紙消費

③物流・営業車両の排ガス
④使用済みカタログ・
　製品容器包装

グリーン物流の推進�
①③�
目的地や出荷量をトータ
ルに管理し、積載効率の向
上・輸送距離の短縮に取り
組んでいます。（P１４）�
�

エコカーの採用①③�
ハイブリッドカーなどの低
公害車への転換を進めて
います。（P１４）�
�
製品容器包装再資源化②�
パルプモールド緩衝材の
採用や包装箱の収納効率
を高める取り組みを行っ
ています。�
�

カタログ･製品説明資料へ
の環境配慮②�
再生紙や環境負荷の少な
い印刷インクの利用を進
めています。�

製品使用�
�

製品廃棄�
（回収･リサイクル）�

製品の省エネルギー設計（製品使用①）�
※開発・設計段階のグリーン製品開発を参照（P１９）�
�

※当社製品のほとんどは車に取り付けられるため、廃車時にシュ�
レッダーダストとして埋め立て処分されています。�
また、２００３年１月に施行された自動車リサイクル法では、将来、
「車リサイクル率」目標値が設けられる見込みです。�
�

使用済み製品の環境汚染リスク低減（製品廃棄①）�
製品に含有する有害物質全廃に取り組んでいます。�
（対象物質：鉛、６価クロム、カドミウム、水銀など）�
※開発・設計段階のグリーン製品開発を参照（P１９-２０）�
�

使用済み製品の資源循環（製品廃棄①）�
使用済み製品の積極的な回収は行っていませんが、回収された
製品は修理期間中の代替品として活用したり、解体して付加価値
の高い部品の再利用を進めています。�
今後は、製品リサイクル可能率の向上に取り組みます。�
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1. 富士通テン企業ビジョン（ＶＩＳＩＯＮ2012）�
　２００２年１０月に創立３０周年を迎えた富士通テンでは、来たるべき３０年先を見据え、新たな１０年に向けてグローバ

ル企業としてのあるべき姿と、進むべき道を示した「富士通テン企業ビジョン（ＶＩＳＩＯＮ2012）」を制定しました。�

　富士通テンは環境を経営の最重要課題のひとつと位置付け、この企業ビジョンに基づき、環境に関する取り組み方

針である「富士通テングループ地球環境憲章」を制定、環境に関する基本理念・基本方針・行動指針を定めています。�

2. 富士通テングループ地球環境憲章�
　「富士通テン企業ビジョン」の制定に伴い、「富士通テン地球環境憲章」（１９９２年１１月制定）を見直し、２００３年

３月に新たに「富士通テングループ地球環境憲章」として制定しました。�

　自然との調和を大切に、独自のカーエレクトロニクス技術を生かして、クルマ社会の発展と緑豊かな２１世紀

社会に貢献するための取り組みをグローバルに展開することをコミットメントしています。�

　富士通テングループは、「富士通テングループ地球環境憲章」に基づき、「グリーンライフ２１－すべてをグリー

ンに」をコンセプトに、あらゆる事業領域で環境活動を行います。�

3. 環境活動コンセプト�

環境活動コンセプト�

基本理念� 基本方針� 行動指針�

富士通テングループは、�

Automotive Electronics, Entertainment, 

Information Technology関連企業として事

業活動、製品・サービスが地球環境と密接

に関わり合っていることを認識し、環境経営

を推進する中で企業市民としての責任を果

たし、緑豊かな２１世紀社会へ貢献する。�

１．�

�

２．�

�

３． �

４．�

１． 総合的な取り組み�

２． 基本の徹底�

３． 社会との連携・協力�

ゼロエミッション工場の実現�
■地球温暖化対策の推進�
■省資源・資源循環対策の推進�
■化学物質の環境リスク低減と使用削減対策の推進�

GREEN LIFE 21
すべてをGreenに�

工場�
（生産）�

上下流�
（調達・物流）�

製品�
（開発・設計）�環境に貢献する技術開発、グリーン製品の提供�

■製品環境アセスメントの実施�
■エコデザインの推進�
■グリーンプロダクツ要素技術の開発� 環境経営の基盤づくりと情報の発信・開示�

生産の上下流での環境配慮�
■グリーンパートナーシップの醸成�
■グリーン調達（環境に配慮した部材調達）�
■グリーン物流（環境に配慮した製品物流）�

Green Factories Green Sourcing and Logistics

Environmental Management
環境マネジメント�

地球環境保全�

Global Environmental Protection

Green Products

私たちは、「Automotive  Electronics」「Entertainment」そして「Information 
Technology」の３つの分野を融合させた、新たな領域の創造に取り組んでいます。�
ＩＴの活用によるクルマの高度化と人に優しいインターフェースの革新によって、社
会とクルマをシームレスに融合させ、「安全と安心の確保」「快適移動空間の提供」
「地球環境への貢献」を目指します。�

Entertainment

Information
Technology

Automotive
Electronics

安全と安心の確保�

快適移動空間�
の提供�

地球環境への�
貢献�

企業理念� 組織風土� 事業ビジョン�
私たちは、「誠」を大切にして働き�
お客様・社会に貢献します�

お客様第一�
品質至上�

MAKOTO
誠�

社会への�
責任・貢献� 働きがい�

Sincerity

Challenge
敢�

創�
Originality

Bright &
Speedy

快�

Accomplish
遂�

励�
Encourage

変化を求めて�

果敢に挑戦する�

創意工夫をする�

明るく  楽しく  速く�

目標を完遂する�

対話を活発に行い�

励まし合う�

環境影響の最少化を目指したサイト

環境保全活動推進�

関係会社・仕入先との協力体制強化

による最新環境技術の製品への適用�

グリーン調達・グリーン物流推進�

環境教育の充実による全員の意識

高揚�

ヒューマンインターフェース�
の革新�

ヒューマンインターフェース�
の革新�
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4. 目標・実績・評価�
　「富士通テングループ地球環境憲章」に定めた事項を具体的に実践していくため、２００３年３月に、２００５年度を

最終達成年度とする第４期「富士通テングループ 環境取り組みプラン」を策定し、公表しました。�

　２００３年度の実績は下表の通りとなり、一部で目標が未達成となりました。�

�

第４期環境取り組みプランの行動目標と実績�

ヒューマンインターフェース�
の革新�

　これらのパフォーマンス目標を達成するため、環境マネジメント
のグループ連携を強化するとともに、設計から製品廃棄までの各プ
ロセスや、製品そのものの環境負荷を正確に捉え、マネジメントす
るためのシステム構築を進めます。�
　また、Ｇｒｅｅｎ Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（企業固有の環境課題）やＧｒｅｅｎ 

Ｆａｃｔｏｒｉｅｓ（地域・地球共通の環境課題）に加え、企業倫理、地域活
性、社会貢献、文化活動など社会的課題を対象としたマネジメントに
注力し、他企業や地域・団体とのパートナーシップ醸成につながる活
動を強化・拡大してまいります。�
�

重点取り組みテーマ� 行動計画最終目標�
２００３年度目標�

２００４年度目標�評価�
２００３年度実績�

項   目�

評価 ＝ ◎ : 目標を上回った  ○ ： ほぼ目標通り  △ ： 目標を下回った　× ： 目標を大幅に下回った�

Green �
Products�
＋Green �
　Sourcing

Green �
Factories�
＋Green �
　Logistics�
＋Green �
　Sourcing

製品含有禁止物質�
の対象拡大�

グ
ロ
ー
バ
ル�

グ
ロ
ー
バ
ル�

グ
ロ
ー
バ
ル�

グ
ロ
ー
バ
ル�

４％以上�

5％�

国
　
内�

国
　
内�

目 

標�

実 
績�

目 

標�

実 

績�

目 

標�

実 

績�

目 

標�

目 

標�

実 

績�

実 

績�

目 

標�

実 

績�

目 

標�

実 

績�

目 

標�

実 

績�

目 

標�

実 

績�

目 

標�

実 

績�

目 

標�

実 

績�

地球温暖化対策の�
推進�

省資源・資源循環�
対策の推進�

鉛はんだの使用を2005年7月以降に生
産する新製品において廃止する�

鉛フリーはんだ顧客向け
機種フェーズイン�

６価クロムフリー代替技術
の確立と切替計画の策定�

水銀を含有しないバックライト
を使用した製品の試作評価完了�

鉛、カドミウム含有部品の�
調査完了�

参照�
ページ�

顧客2社向けフェーズイン�

一部のめっきを除き代替
技術確立し切替計画策定�

キセノンへの代替技術確立�

一部調査未完了�

６価クロムを含有した部品の使用を
2004年末までに全廃する�

水銀を含有しないバックライトを使用した
製品を2005年度末までに市場投入する�

鉛・カドミウムを含有した部品の使用を
2005年6月末までに全廃する(＊)

二酸化炭素排出量（生産高当り）を2005
年度末までに2002年度比で15%削減する�

二酸化炭素排出量（生産高当り）を2005
年度末までに1999年度比で15%削減する�

廃棄物再資源化率90%を2005年度末ま
でに達成する�

廃棄物再資源化率100%を維持する�

PRTR対象物質使用量（生産高当り）を
2005年度末までに2002年度比で30%
削減する�

廃棄物排出量（生産高当り）を2005年度
末までに2002年度比で10%削減する�

廃棄物排出量（生産高当り）を2005年度
末までに2002年度比で10%削減する�

使用済自動車の環境配慮に関するＥＵの規制。車両への指定有害物（鉛、６価クロム、
カドミウム、水銀）の使用禁止や車両のリサイクル率の確保について規定されている�

＊欧州ELV指令（※）の禁止時期未定のものを除く全廃時期� ※ 欧州ELV（End of Life Vehicle）指令 ：�

○�

△�

△�

○�

１９－２０�

１３－１４�

１５－１６�

１７－１８�

１９�

１９�

１９�

全工法の技術確立�

技術確立できた部
品について12月末
切替完了�

対象部品の調査完了�

代替技術の採用めど
づけ完了�

７％以上�

５％以上�

８９％以上�

９％以上�

１００％�

２２％以上�

１３％以上�

９％以上�

13％�

100％�

100％�

９％以上�

７％�

８８％以上�

８８％�

３％以上�

４％�

１４％以上�

12％�

化学物質の使用削
減と環境リスク低
減対策の推進�

◎�

△�

○�

○�

△�

○�

◎�
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6. 環境会計�
　環境保全に係わる費用と経済効果･物量効果を定量的に把握・評価する「環境会計」を２０００年３月期から実施

しています。２００２年度から海外拠点にも環境会計の導入を始めており、２００３年度は富士通テングループ１７社

について環境コスト・効果を集計しました。�

　「環境会計」は、経営の一環として環境保全活動を捉え、環境負荷の低減を効率よく進めるとともに、当社の

環境保全活動への理解を深めていただくための重要なツールと受け止め、環境省のガイドライン、先進企業の

環境会計システムなどを参考にして「富士通テングループ環境会計ガイドライン」を制定し、集計結果を公表し

ています。�

　しかし、「環境会計」を経営ツールとして充分に活用するためには、環境コストをどのように予算化するか、個々

の環境投資に対する経営判断のために経済効果･物量効果をどう捉え、どう基準化するかなど、多くの課題を残

しています。また、情報開示の視点では、会計の信頼性向上のため、さらに「環境会計ガイドライン」の検討・見

直しを重ねるとともに、社内監査制度を整備します。�

富士通テン単独：�
　環境コストは前年度より１１６百万円増加し、４０９百万円となりまし
た。主な増加要因は、製品への環境負荷物質の使用を減らすため
の技術開発工数および管理工数が増え、それぞれ研究開発コストが
８０百万円、管理活動コストが３２百万円増加したためです。�
　環境効果は前年度より２３百万円増加し、１５０百万円でした。グリ
ーン製品適合機種が増えたことにより研究開発効果が６百万円、新
聞記事掲載件数の増加によるみなし効果（イメージアップ効果額）
が２４百万円、それぞれ増加しました。�

関係会社（国内）：�
　環境コストが廃棄物リサイクルコスト増４百万円などにより前年
度より６百万円増加して３２百万円、環境効果が今年度は栃木富士通
テンでの治工具部品の再利用実績がなかったことから同３百万円減
の６百万円でした。�
関係会社（海外）：�
　環境コストがFTCP（フィリピン）で省エネのためのインバータ設
備を導入したことや、各拠点の人件費を見直したことから前年度よ
り２０百万円増加して１０４百万円となり、今回初めて算出した環境効
果は２４百万円でした。�

環境コストの考え方�

環境コストの内訳� 環境効果の内訳（経済効果）�

経済効果の考え方�

富士通テン�
単  独�

関係会社�

国  内� 海  外�
グループ合計�環  境�

コスト�

（単位 ： 百万円）�

※連結範囲 ： ２００２年度＝１２社　２００３年度＝1７社�

環境リスク低減�

全体的に環境�
コストダウン�
�

（投資額を環境に係る割合で按分）�

新規設備投資は５年間の定額償却とした年額、その他は該当年度の発生コストを計上�

　事業活動に伴って発生させた環境負荷や保全活動の物量効果な
ど、環境パフォーマンスを絶対値で把握するとともに、重要と考える
環境負荷と経営関連指標（生産高・環境コスト）とを関連づけた環
境負荷改善指標を設定し、経営の視点から保全活動の効率を評価し
て環境マネジメントのスパイラルアップを図っています。�

■ 環境コスト・経済効果の分類・集計の考え方�

■ 物量効果と環境負荷改善指標�

環境損失�

維持コスト�

環境投資�

環境負荷�

【２００３年度の結果】�

　２００３年度のＣＯ２排出量に関する「環境効率（＊1）」は前年度より
向上しましたが、「環境負荷改善効率（＊２）」は、生産増に伴うエネル
ギー使用量の増加分を抑制しきれず、マイナス値となりました。�

【２００３年度の結果】�

※「製品環境負荷物質含有量」、「製品リサイクル可能率」については、負荷量を�
　 算出・管理するシステムを構築中です。�

環境損失�

維持コスト�

環境投資�

     計�

： 維持コストの節約、有価物売却などによる収入�

： 環境教育など、ある定義にて経済的効果が�
  あったとみなした効果�

： 環境汚染や訴訟などのリスクを回避したと�
  考えられる効果�

実質効果（コストダウン）�

み な し 効 果 �

リ ス ク 回 避 効 果 �

２００２年度�

０�

３７３�

３０�

４０３�

２００３年度�

０�

５００�

４５�

５４５�

２００２年度�

０�

８１�

３�

８４�

２００３年度�

０�

９３�

１１�

１０４�

２００２年度�

０�

２６�

０�

２６�

２００３年度�

０�

３２�

０�

３２�

２００２年度�

０�

２６６�

２７�

２９３�

２００３年度�

０�

３７５�

３４�

４０９�

重要と考えている環境側面と環境負荷�

① 生産エネルギーの使用 ――― 二酸化炭素（ＣＯ２）排出量��

② 使用済み製品の廃棄　 ――― 製品環境負荷物質含有量�

　 　　　　　　　　　　 ――― 製品リサイクル可能率�

＊１ 環境効率（生産高／環境負荷）： 単位環境負荷当たりの生産高を表わす指標�
　 （改善効果が進めば進むほど、経済価値が向上することが見えるものです）�
＊２ 環境負荷改善効率（環境負荷の低減量／環境コスト）： 時系列での比較評価により明らか�
　  になった環境改善効果と環境コストとの関係を表す指標 （環境対策が進めば進むほど、�
 　 絶対値が増えにくくなります。また環境負荷が前年度を上まわるとマイナス値になります）�

富士通テン�
単  独�

関係会社�

国  内� 海  外�
グループ合計�

（単位 ： 百万円）�

※連結範囲 ： ２００２年度＝７社　２００３年度＝1７社�

実質効果�

みなし効果�

リスク回避効果�

     計�

２００２年度�２００３年度�２００２年度�２００３年度�２００２年度�２００３年度�２００２年度�２００３年度�

７１�

６５�

０�

１３６�

１０５�

７５�

０�

１８０�

－�

－�

－�

－�

２４�

０�

０�

２４�

９�

０�

０�

９�

５�

１�

０�

６�

６２�

６５�

０�

１２７�

７６�

７４�

０�

１５０�

経済効果�
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分　　類�

公害防止コスト�

地球環境保全コスト�

資源循環コスト�

下水道費�

上下流コスト�

管理活動コスト�

研究開発コスト�

社会活動コスト�

環境損傷コスト�

環境ビジネスコスト�

経済効果�

物量効果�

公害防止効果�

地球環境保全効果�

資源循環効果�

管理活動効果�

研究開発効果�

環境損傷効果�

環境ビジネス効果�

その他の�
効果�

事業�
エリア�
効果�

事業�
エリア内�
コスト�

上下流効果�

計�環境コスト�

計�

環境負荷低減量（２００３年度負荷量 － ２００２年度負荷量）�
ＣＯ２排出量 （単位：ｔ－ｃ）�

富士通テン�
単  独�

関係会社�

国  内� 海  外�

グループ�
合  計�

関係会社�

国  内� 海  外�
グループ�
合  計�

（単位 ： 百万円）�２００３年度環境会計�

内　　　容�

大気・騒音防止等のためのコスト、環境関連設備のオペレーションに係る人件費�

省エネルギー対策費用、温暖化防止等のコスト�

廃棄物リサイクル費用等、資源の効率的利用のためのコスト�

公共下水道費�

生産・サービス活動に伴って上流または下流で生じる負荷を抑制するためのコスト（製品リサイクルコスト）�

管理活動における環境保全コスト（認証維持コスト等）�

研究開発活動における環境保全コスト（グリーン製品・環境対応技術の設計・開発費用）�

社会活動における環境保全コスト（緑化推進コスト等）�

環境損傷に対応するためのコスト（土壌・地下水汚染等の修復コスト、補償金等）�

環境ビジネスに係わるコスト�

生産活動により得られる付加価値の内、環境保全活動の寄与額�

電力・油・ガス等の使用量減に伴う費用削減額�

廃棄物減量化、有効利用等による削減額�

廃製品等のリサイクルによる有価品・リユース品の売却額、部品再使用による部品代差額�

従業員の社内教育効果、環境広報活動による企業イメージアップ貢献額�

グリーン製品、環境配慮型製品の販売貢献額、ライセンス収入額�

地下水汚染対策等による住民補償等の回避額�

環境ビジネスの販売貢献額�

年　度�

２００３�

２００２�

０．５６９�

０．４５４�

０．２５８�

０．２４４�

０．２７３�

０．２５６�

０．２４６�

０．２３９�

　生産効率化、工程改善活動と連携した環境負荷低減活動を推進し、
コスト・効果を環境会計に反映していきます。�

　また、２００４年度は２００３年度に連結できなかった一部の販社・設計会
社を加え、富士通テングループ全社を連結した環境会計を実施します。�

■ 今後の取り組み�

環境効率（生産高／ＣＯ２排出量）� （単位 ： 億円／ｔ‐ｃ）� 環境負荷改善効率（ＣＯ２排出削減量／環境コスト）� （単位 ： ｔ‐ｃ／億円）�

環
境
コ
ス
ト�

環
境
効
果�

【環境会計の基本事項】�

（リスク回避効果・�
  みなし効果）�

※2002年度のＣＯ2排出量は最新のＣＯ2排出係数を用いて見直しています� ※2002年度のＣＯ2排出量は最新のＣＯ2排出係数を用いて見直しています�

富士通テン�
単  独�

関係会社�

国  内� 海  外�
グループ�
合  計�

年　度�

２００３�

２００２�

－４６．７�

－２９０．０�

－１７８．０�

－１８２．５�

－８４．４�

－１８１．０�

－６６．３�

－１６９．３�

富士通テン�
単  独�

０�

０�

１９�

２�

０�

１１�

０�

０�

０�

０�

３２�

１�

３�

２�

０�

０�

０�

０�

０�

６�

－14�

�

�

１９�

１４�

２７�

２�

０�

４２�

０�

０�

０�

０�

１０４�

０�

１９�

５�

０�

０�

０�

０�

０�

２４�

－178�

�

�

２５�

３８�

１１７�

１５�

５�

１７７�

１６８�

０�

０�

０�

５４５�

７�

５５�

２４�

２６�

３４�

３４�

０�

０�

１８０�

－464�

�

�

６�

２４�

７１�

１１�

５�

１２４�

１６８�

０�

０�

０�

４０９�

６�

３３�

１７�

２６�

３４�

３４�

０�

０�

１５０�

－272
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1. 推進組織�
　１９９２年に「地球環境委員会」を設置し、その下部組織に各拠点（事業所）の環境保全を担当する「サイト環境

分科会」と製品への環境配慮を担当する「グリーン製品分科会」を置いて活動しています。

2. 環境マネジメントシステム�
　富士通テングループの環境マネジメントは、国際規格（ISO

１４００１）に基づいたＰｌａｎ／Ｄｏ／Ｃｈｅｃｋ／Ａｃｔｉｏｎの体系化

されたツールを活用するとともに、環境会計や環境パフォー

マンス指標の導入など、時代と社会の要請に応じた改善を加

えながら事業活動のあらゆる段階に展開しています。また、「富

士通テン環境取り組みプラン」を着実に達成していくため、年

度ごとに環境方針、環境マネジメントプログラムを策定し、さ

らに全部門・全社員の取り組みとなるよう、細部の環境マネジ

メントプログラムへ展開しています。

　また、拠点間の連携活動については国内拠点、海外拠点の

連絡会議、製品環境対策の推進活動については課題別に推進

組織を設置しています。

環境マネジメントの体系

基本理念・方針
富士通テン地球環境憲章

経営層による見直し
経営会議

地球環境委員会

計画･目標
富士通テン環境取り組みプラン

点検･是正
方針点検・内部監査制度

実施・運用
環境マネジメントシステム

経営企画本部

品質保証本部

環境監査チーム 地球環境部

営業本部

調達本部

開発本部

生産本部

経営会議 担当役員 ： 福島 紘一郎

グリーン調達

製品環境情報システム運用･インフラ整備

包装減量化･物流効率化･生産技術開発

法務･広報･教育･社会貢献

品質問題の未然防止

顧客要求事項調査･伝達
サービス部:部品再使用

サイト環境分科会 グリーン製品分科会

製品環境アセスメント･グリーン製品開発

地球環境委員会

省エネ･廃棄物削減･化学物質排出削減

拠点連携会議

課題別推進組織

国内グループ環境連絡会議

海外グループ環境連絡会議

グリーン製品開発推進会議

製品環境アセスメント推進会議

鉛フリープロジェクト

６価クロムフリー推進会議

開
発
本
部

事
業
本
部

生
産
本
部

本
社
工
場

中
津
川
工
場

栃
木
富
士
通
テ
ン

Ｆ
Ｔ
Ｃ
Ａ（
ア
メ
リ
カ
）

Ｆ
Ｔ
ｄ
Ｍ（
メ
キ
シ
コ
）

Ｆ
Ｔ
Ｃ
Ｐ（
フ
ィ
リ
ピ
ン
）

天
津
富
士
通
天（
中
国
）

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｌ（
タ
イ
）
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3. ＩＳＯ１４００１認証取得状況�
　富士通テングループでは、全生産拠点でＩＳＯ１４００１の認証を取得する方針で、既に国内３拠点、海外６拠点で認

証取得を終えています。富士通テンタイランドは２００３年１０月にISO１４００１認証を取得し、今後は、現在建設中の

富士通天電子（中国）でのISO１４００１認証取得に向けた活動を進めてまいります。

4. 環境監査�
　環境マネジメントシステムに基づく内部監査を実施し、その結果を基に環境保全活動状況をチェックしながら、

１年間のマネジメント活動に評価を加え、さらに環境マネジメントシステムのスパイラルアップを図ります。

5. 法規制値の遵守状況�
　国内の富士通テングループにおいて、水質・大気・騒音・振動に関する測定を定期的に実施しており、２００２年

度は環境関連法に関する環境規制値および自主基準値を超えた環境排出はありませんでした。環境関連法に

関する国内生産拠点の環境測定結果データは、２６～２８ページをご参照ください。

　海外拠点では、ＦＴＴＬ（タイ）の水質測定値が工業団地の自主基準値を超えました。原因は食堂からの排水

に含まれる油で、食堂業者に対して週２回の排水ピット清掃と油の除去作業を指示しました。

拠点名 認証取得年月日 審査機関名 認定機関名

国  

内

海  

外

富士通テン 本社工場�

富士通テン 中津川工場�

栃木富士通テン�

ＦＴＣＰ（フィリピン）�

ＦＴＣＡ（アメリカ）�

天津富士通天（中国）�

ＦＴdＭ（メキシコ）�

ＦＴＥＧ（ドイツ）（＊）�

ＦＴＴＬ（タイ）�

富士通天電子（中国）�

1997年6月24日�

1997年8月26日�

1997年10月27日�

1998年10月21日�

1999年6月17日�

1999年12月15日�

2 0 0 0年 6月 2日�

2003年5月26日�

2003年10月22日�

未 定�

JACO�

JACO�

JACO�

TÜV Rheinland�

LRQA�

CCEMS�

LRQA�

TÜV Rheinland�

UNITED�

未 定�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

ＤＡＲ�

ＡＮＳＩ・ＲＡＢ�

ＺＨＢ・ＵＫＡＳ�

ＲＡＢ・ＡＮＳＩ�

ＤＡＲ�

UKAS�

未 定�

前年度監査結果

統括責任者が主任環境管理監査者を指名監査計画

システム変更点

前年度監査以降の変化

環境側面の変化

統括責任者が方針・目標などを見直し

是正・結果報告

環境管理監査者
リフレッシュ教育

監査計画に基づき環境管理監査者全員が
事前スタディ

内部環境監査

監査報告

① 環境管理責任者対象

② 各部門幹部社員対象

③ 環境関連施設管理者対象

 ： 約１４０項目

 ： 約  ７０項目

 ： 約  ３０項目

チェックリストによる全部門監査の実施

是正件数指摘件数

１７０件�１７０件�

監査者主任監査者

３４名�１２名�

内部監査�

　「海外グループの環境負荷は管理されているが、改善活動の状況
は充分に把握されていない」との指摘を受け、２００４年度の環境側
面の評価項目に本社としてのマネジメント課題を取り上げ（従来は
環境負荷の連結管理のみ）、活動状況の把握と改善プログラムを策
定する方向で是正します。

【２００３年度内部環境監査結果】�

指摘件数と是正状況（国内）

是正件数指摘件数

６８件�６８件�

指摘件数と是正状況（海外）

国内グループの監査者数

監査者主任監査者

１２名�５名�

海外グループの監査者数

＊販売拠点
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6. 環境教育�

訓練実施状況（模擬対処訓練）

実施回数 延べ参加人数工場名

１回�

６回�

５回�

８回�

１３名�

１０１名�

２１名�

１５７名�

本社工場

中津川工場

栃木富士通テン

海外拠点

　社内教育プログラムに「環境管理」を取り上げ、各階層別に環境教育を実施しています。特に、環境管理業務

に直接携わる環境管理責任者、環境保全推進員や環境管理監査者および環境有意作業者に対しては、必要な知

識・技術を身につけてもらうため特別教育（新任研修またはリフレッシュ教育）を行っています。

　２００３年度の特別教育の実施結果は下表の通りでした。

7. 緊急時の対策訓練�
　１９９５年１月の阪神大震災以来、緊急事態への備えと

して毎年続けている化学物質の漏洩事故（貯蔵施設付

近）を想定した模擬対処訓練のほか、化学物質の使用

職場では、作業中に溢した場合の処置訓練、常備して

いる処置用具の点検を定期的に実施しています。

8. 環境関連の苦情・事故・訴訟�
　２００４年３月、中津川工場において近隣住民の方から騒音に関する苦情を２件受けました。「夜、従業員の車の

騒音で眠れない」との苦情に対しては、当該車両の駐車位置を民家から遠ざける措置を取り、相手方に対策を説

明し、了解を得ました。また「夜間、製品輸送のトラックの騒音がうるさい」との苦情に対しては、原因が当社車両

であるとは言い切れないものの、運送会社のドライバーに対して空ぶかしをしないよう、口頭で要請しました。

　なお、環境関連の事故の発生はありませんでした。また、環境関連の訴訟・罰金の科料もありませんでした。

10. 関連企業・取引先との連携�
　環境への負荷を極力少なくし、資源・エネルギーの循環的利用を促進するためには、自らの事業エリア内の取

り組みのみならず、部品・原材料やサービスの取引先（上流側）、弊社製品の納入先（下流側）並びに富士通グル

ープなどの関連企業と連携した効率のよい取り組みが不可欠と考えています。

9. グリーン購入�
　事務用品や蛍光灯などについてグリーン購入を進めてきた結果、２００３年度には定型購入品２６１品種のすべて

がグリーン製品となりました。

特別教育 階層別研修

環境管理責任者研修

環境管理監査者教育

環境保全推進員教育

環境有意作業者教育

リフレッシュ教育

新任幹部社員研修

職長/班長研修

新入社員研修

教育名

幹部社員�

幹部社員�

専門職�

延べ人員�

延べ人員�

受講者数

３名�

２０名�

２２名�

１５８名�

１３,４５７名�

幹部社員�

中堅社員�

新入社員�

模擬対処訓練�
（栃木富士通テン）�

受講者数

２６名�

０名�

１００名�

関連企業

富士通グループ「関係会社環境責任者会議」

富士通グループ環境会計

富士通課題別委員会

協豊会テーマ研究部会

鉛フリー共同研究・鉛フリーフォーラム

グリーン調達ガイドライン

要求事項の伝達

取引先環境評価

製品環境アセスメント実施基準

富士通テン グリーン調達ガイドライン

取引先分科会活動

容器包装リユース協力

ＩＳＯ認証取得支援

環境提案制度

環境表彰制度(貢献賞)

富士通テン� 取引先

環
境
憲
章
・
取
り
組
み
プ
ラ
ン

※全社で行う防災訓練等を除く
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11. グリーン調達�
　環境経営の最重要課題である「グリーン製品開発」を促進するため、グリーン調達の考え方や目標、調達する

部品・原材料・副資材への環境配慮要求事項をまとめた「グリーン調達ガイドライン」を制定（２００１年９月）、取引

先に配布しています。（２００２年 改訂版発行）

　２００３年度はグリーン調達率の最終目標達成に向け、富士通テン協力会の取引先と協同で作成したＥＭＳ構築

の手引き書を活用するなど、環境マネジメントシステムの構築が未達成の取引先に対し、積極的にシステム構築

の支援を行いました。その結果、グリーン調達率は９９．７％となり、目標の９９％以上を達成しました。（金額ベース）

　２００１年度から、当社のグリーン製品開発および工場の環境負荷
低減にご協力いただいた取引先の活動を対象に、優秀事例を選考し
て表彰する「環境貢献賞」を設定しています。２００３年度の表彰実績
は右の通りです。

評価項目と配点 

評価項目 評価項目配点 配点分 類

環境に関する方針�

環境影響評価と環境関連法�

環境保全活動の計画�

環境マネジメントに関する組織・体制�

環境保全に関する教育啓発活動�

省エネ・省資源活動�

廃棄物減量化・リサイクル活動�

環境負荷物質の使用削減活動�

利害関係者とのコミュニケーション�

環境マネジメントシステムの文書化と文書管理�

緊急事態への準備�

点検および是正�

経営層による見直し�

環境負荷開示への取り組み�

社会貢献・地域活動への取り組み�

１２�

１２�

１２�

１２�

４�

４�

４�

４�

４�

４�

４�

１２�

４�

４�

４�
パフォーマンス
評価（２０点）

環境マネジメント
システム評価（８０点）

環境マネジメントシステム評価 ： ８０点満点

■ 取引先環境側面評価結果（評価対象 ： ２００１年度＝２９１事業者、２００２年度＝３７３事業者、２００３年度＝３２３事業者）�

２
０
０
１�

（
年
度
）�

２
０
０
２�

２
０
０
３�

パフォーマンス評価を加えた総合評価 ： １００点満点

グリーン調達ガイドライン�

【グリーン調達率】�

【取引先様へのお願い事項】�

【グリーン調達の定義】�

 環境保全面で配慮（省エネ・省資源、リサイクルの容易さなど）されたグリーン部材の調達

【グリーン部材の定義】�

 ・ＩＳＯ１４００１などの認証を取得、またはそれに準拠した環境保全活動に取り組んでいる企業から

   調達している部品、原材料、副資材

 ・当社の規定する使用禁止物質を含まない部品、原材料、副資材

１．環境マネジメントシステムの確立�
   ２００３年度末までにＩＳＯ１４００１の取得、あるいはこれに準拠した環境マネジメントシステムの構築�

２．当社「行動指針」にマッチした環境保全活動の推進�
  ・環境負荷物質の管理とリスク低減�
  ・小型二次電池を使用している製品への表示�

・省エネルギー、省資源�
・再資源化への配慮�

・包装材への配慮�
・鉛フリーへの対応�

１３％
（４８）

５２％
（１９４）

１９％
（７０）

７％
（２７）

１０％
（３９）

３３％
（１２４）

２６％
（９５）

１２％
（４３）

９％
（３４）

７％
（２６）

９％
（３４）

１８％
（５９）

６０％
（１９３）

１４％
（２６）

６％
（１９）

１４％
（４５）

４６％
（１４８）

２３％
（７５）

８％
（２５）

１％（４）
２％（７）

６％
（１９）

（　）内は事業所数� （　）内は事業所数�

■ 環境貢献賞�

２００３年度 表彰実績   １社  

「電子部品の鉛フリー化対応」

８０点� ７９～７０点� ６９～６０点� ４９点～�５９～５０点� １００点� ９９～９０点�８９～８０点�７９～７０点�６９～６０点�５９～５０点� ４９点～�

２００３年度目標　９９％以上

２００３年度実績　９９.７％ （目標達成）

１２％
（３５）

３７％
（１０８）

２３％
（６８）

７％
（１９）

９％
（２５）

２３％
（６６）

２５％
（７２）

１４％
（４０）

９％
（２５）

４％
（１３）

１６％
（５０）

２１％
（６１）

３％
（１２）

２％（６）
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　富士通テングループでは、共通の取り組みとして「地球温暖化対策」・「省資源・資源循環対策」・「化学物質

の使用削減と環境リスク低減対策」を推進します。�

　昨年度までは、国内生産拠点を連結管理の範囲として行動目標を定め、海外生産拠点や販売拠点については、

個別に各国の実状に合わせた活動を単独で行っていましたが、２００３年度以降は、富士通テングループ全てを連

結管理の範囲とした「第４期環境取り組みプラン（２００３年３月策定）」により、グローバルな活動を展開し、低減

活動に取り組んでいます。�

　地球温暖化の原因となるＣＯ２排出量を削減するため、省エネ設備の導入や節電の徹底はもちろん、設計・生産・

物流の効率化や事務の効率化などの省エネルギー活動を行っています。�

　２００３年度はコージェネレーションシステムを導入しました。このシステムは、都市ガスを燃料にガスタービン

を動かして発電（５０KW）を行い、その排熱を冷暖房などに利用するシステムです。低公害・省エネルギー装置

として地球環境保全、地球温暖化防止に貢献しています。�

　２００４年度以降は、新たなＣＯ２排出抑制対策として、生産工程におけるグリーンプロセス活動の導入やグリーン

電力の購入・森林保全など対象を広げた活動に着手します。�

1. 地球温暖化対策�

２００３年度目標�
［グローバル］ CO２排出量（生産高当り）を２００２年度比で４％削減する。�

［　国　内　］ CO２排出量（生産高当り）を１９９０年度比で１４％削減する。�

２００３年度実績�
［グローバル］ ２００２年度比で５％削減（目標達成）�

［　国　内　］ １９９０年度比で１２％削減（目標未達）�

■ 事業所での省エネルギーの取り組み�

　地球温暖化の原因となるＣＯ２排出量を削減するため、空調・照明
の節電、省エネ型設備の導入やライン統廃合による設備稼動の無駄
の排除、さらには設計・生産・物流の効率化や事務効率化なども省
エネルギー対策の一環として捉えて全社活動を展開しています。第
４期環境取り組みプランの初年度となる２００３年度目標（生産高当り

のＣＯ２排出量）についてはグローバルでは達成しましたが、国内で
は未達成となりました。�
　国内の目標未達成は、増産対応としての工場の２直稼動を拡大し
たことが主要因となっています。�

［グローバル］�
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エネルギー使用量の推移�
（電力換算）�

70,000�

 68,000�

66,000�

64,000�

62,000�

60,000

0 0

62,586

1,672

65,731

1,716 69,623

1,957
（MWh）�

２００３年度 種類別構成比�

２００３年度 拠点別構成比�

01 200302 （年度）�

■ 電力�
■ 重油�
■ 都市ガス�
■ 軽油�
■ ＬＰＧ�
■ 天然ガス�
■ 灯油�

■ 本社工場�
■ 中津川工場�
■ 天津富士通天�
■ ＦＴＣＰ�
■ ＦＴdＭ�
■ 栃木富士通テン�
■ ＦＴＣＡ�
■ ＦＴＴＬ�
■ 国内販社�
■ その他�

８０.２％�

２８％�

２４％�
１１％�

１０％�

８％�

７％�

５％�

１２.７％�

０.４％�
１.３％�

５.１％�

０.３％�
０.１％�

４％�１％�
３％�

2,000�

1,800�

1,600�

1,400�

1,200�

1,000

（億円）�

■ エネルギー使用量�
-●- 生産高�

生産高当たりのCO２排出量と�
原単位の推移（エネルギーのみ）�

8,000�

 7,500�

7,000�

6,500�

6,000

0

6,348

3.80

7,147

4.16

7,528

3.85

（t-c）�

01 200302 （年度）�

6�

5�

4�

3�

2�

1�

0

（t-c/億円）�

■ CO2排出量�
-●- 生産高�

総排出量�
７,５２８．３t-c



【コージェネレーション設備導入（熱併給発電）】� 【その他の実施事項】�
・ 照明インバーター制御の導入（中津川工場）�
・ 変圧器削減（本社工場）�
・ 省エネ強調月間（巡回指導）の実施�
・ 社内報による従業員の啓発�
�

■ 物流車両・社有車の温暖化対策�

　ＣＯ２、ＮＯxの排出抑制のため、昨年度に引き続き荷姿変更や調達
物流（部品のルート納入）および車両入れ替えなどによる輸送効率
の改善に取り組んだ結果、２００３年度は海外生産品の荷揚げ港を製
品輸送先により近い港へ変更（陸上輸送距離の短縮）して、物流に
おけるＣＯ２排出量の低減を図り、燃費指数距離(＊)を１９９９年度比で

約５５２ｋｍ（約７.４％）短縮しました。�
　また、アイドリングストップの励行や定期メンテナンスの徹底、お
よび低公害車への切り替えも進めています。�
＊燃費指数距離 ：�
  走行距離×燃費指数（当社従来の実測値：４ｔ車を「１」とすると、１１ｔ車は「１．３５」）×台数�

コージェネレーション設備�

※政府の定める「低公害車開発普及アクションプラン」に基づき、「低公害車」の範囲に�
  「低燃費かつ低排出ガス車」を加えました。�

［国　内］�

　本社工場では、冷温水発生機の更新にあたってコージェネレーシ
ョンシステムを導入しました。�
　このシステムは、都市ガス
を燃料にガスタービンを動か
して発電（５０KW）を行い、そ
の排熱を冷暖房などに利用す
る非常に効率的なシステムです。
低公害・省エネルギー装置と
して地球環境保全、地球温暖
化防止に貢献します。�
�
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■ 社有車台数�
■ 低公害車�
-●- 導入率�

燃費指数距離の推移�

7,800�

7,600�

7,400�

7,200�

7,000�

6,800

0

7,430

7,253 7,253

7,657

6,879

（km）�

99 00 20030201 00 02 200301（年度）�

低公害車導入率の推移�

120�

100�

80�

60�

40�

20�

0

79

17

22

92

36

39

98

43

44

113

69

61

（台）�

100�

80�

60�

40�

20�

0

（%）�

（年度）�

エネルギー使用量の推移�
（電力換算）�

44,000�

42,000�

40,000�

 38,000�

36,000�

34,000�

32,000�

30,000

0

1,400�

1,200�

1,000�

800�

600�

400�

200�

0

31,940

676

34,761

721

35,009

872

35,732

762

36,863

748

37,053

948

37,113

1,024

40,921 43,325

1,117

1,275

（億円）�（MWh）�

■ エネルギー使用量�
-●- 生産高�

２００３年度 種類別構成比�

２００３年度 工場別構成比�
生産高当たりのCO２排出量と�
原単位の推移（エネルギーのみ）�

5,000�

4,500�

4,000�

3,500�

3,000�

2,500�

2,000

0

6�

5�

4�

3�

2�

1�

0
90 95

2,684

3.86

3,357

4.96

3,672

5.09

3,488

3.94

3,445

4.6

3,668

4.85

3,698

3.87

3,666

3.54

4,446 4,731

3.98
3.71

96 97 98 99 00 200301 02
（年度）�

95 96 97 98 99 00 20030201
（年度）�

（t-c/億円）�
（t-c）�

■ CO2排出量�
-●- 原単位�

■ 電力�
■ 重油�
■ 都市ガス�
■ 灯油�
■ ＬＰＧ�

■ 本社工場�
■ 中津川工場�
■ 栃木富士通テン�
■ 国内販社�
■ その他�

７７.４％�

４４.０％�

３７.８％�

１０.４％�

１４.２％�

８.１％�

０.１％�
０.１％�

６.６％�１.２％�

総排出量�
４,７３０.５t-c



2,000�

1,800�

1,600�

1,400�

1,200�

1,000�

800�

600�

400�

200�

0

100�

80�

60�

40�

20�

0
95 96 97 98 99 00 01 02 2003

（年度）�

（%）�（ｔ）�

廃棄物排出量・再資源化率・原単位の推移 廃棄物の排出量と再資源化率

２００３年度 種類別構成比 ２００３年度 拠点別構成比 ２００３年度 種類別構成比 ２００３年度 拠点別構成比

２００３年度 処理方法別構成比

■ 最終処分量�
■ 排出量�

-●- 再資源化率�

　富士通テングループでは、３Ｒ（Reduce：発生抑制、Reuse：再使用、Recycle：再利用）を基本に、廃棄物の減

量化および再資源化に取り組んでいます。国内グループのすべての生産拠点では２００３年１月末までにゼロエミ

ッションを達成しており、海外生産拠点については２００７年度末の達成をめざしています。

2. 廃棄物減量化対策�

　２００３年度の削減目標に対しては、グローバルでは目標を達成し
ましたが、国内拠点連結では物流拠点で海外から納入される製品の
包装廃棄物（木製パレットやダンボールなどで、すべてマテリアルリ
サイクルしています）が増加したため目標未達成となりました。
　包装廃棄物については今後も増加傾向が予想されるため、包装材
の社内再使用や納入形態の変更などの対策を海外生産拠点とも連
携して進めていきます。

　また、再資源化率目標についてはグローバル、国内ともに目標を
達成していますが、２００３年５月から稼動を始めた豊田物流センター
においては、一部の廃棄物についてリサイクル業者の開拓が遅れま
した。２００４年度には１００％リサイクル化する計画です。

＊富士通テングループの「ゼロエミッション」の定義 ：
  事業所から排出される廃棄物の発生抑制、再使用、再利用の３Rにより、単純焼却や埋め立て処分など有効利用されない廃棄物をゼロにする。

■ 本社工場�
■ ＦＴｄＭ�
■ ＦＴＣＰ�
■ 中津川工場�

■ 栃木富士通テン�
■ ＦＴＣＡ�
■ その他� 廃棄処分

１０％
サーマル
リサイクル

１０％

マテリアルリサイクル
８０％

［グローバル］� ［国　内］�

３２
２０３

６０７ ５６０
４１９

３０８ ２２６ １５５ ８４

１,３７４

２,０５７

１,１７８ １,１２５

１,０５５

１,０８０
１,２１１ １,２６０

１,３９６

９８
９０

４８ ５０
６０

７１
８１

８８
９４

紙くず 
３８％

金属くず 
１５％

事業系
一般ゴミ
１５％

木くず ７％

その他 ９％

廃プラスチック
１６％

栃木富士通テン
１３％

本社工場
３６％

中津川工場
２０％

豊田物流ほか
３１％

２００３年度目標

［グローバル］ 廃棄物排出量（生産高当り）を２００２年度比で３％以上削減する
　　　　　　  廃棄物再資源化率　８８％以上

［　国　内　］ 廃棄物排出量（生産高当り）を２００２年度比で９％以上削減する
　　　　　　  廃棄物再資源化率１００％を維持する

２００３年度実績

［グローバル］ ２００２年度比で４％削減（目標達成）
　　　　　　  廃棄物再資源化率　８８％（目標達成）

［　国　内　］ ２００２年度比で７％削減（目標未達成）
　　　　　　  廃棄物再資源化率　１００％（目標達成）

排出量
３,４２７t

排出量
２,０５７t

排出量
２,０５７t

排出量
２,０５７t

排出量
３,４２７t

※２００３年度は豊田物流センター（０３年５月新設）を含んだデータです
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再資源化量 （ｔ）

最終処分量 （ｔ）

再資源化率 （%）

排出量 （t）

生産高 （億円）

生産高原単位 （ｔ/億円）

２００２年度

２，７６５�

３８２�

８８�

３，１４７�

１，７１６�

１．８３�

２００３年度

２，９９６�

４３１�

８８�

３，４２７�

１，９５７�

１．７５�

その他 １６％

紙くず
４８％

廃プラスチック
１６％

金属くず
１１％

事業系
一般ゴミ
９％

４０％

１５％
１３％

１２％

８％

８％
４％



　本社工場では、廃却する製造設備や治具から使用できる部品を回
収し、治具の新規製作に再使用しています。
　２００３年度はスピードコントローラ約１,０００個、シリンダ約１,０００個
などを回収しました。また、中津川工場・栃木富士通テンでも同様の
取り組みを行っています。
　なお、栃木富士通テンでは、社会貢献活動の一環として部品の回
収作業を授産施設に委託しています。

■ 廃却設備・治具の部品回収・再使用�
　本社工場・栃木富士通テンでは、社内食堂から出る生ゴミを生ゴ
ミ処理機で肥料化し、肥料を社内の希望者に無償配布しています。
中津川工場では微生物により生ゴミを水とメタンガスに分解する消
滅槽を導入しています。
　また、天津富士通天（中国）では社員食堂から出る廃棄物を削減
するため、食材の社外加工品への変更や、事前に必要人数を調査し
て食事数を決めるなどの工夫を行っています。

■ 社員食堂から出るゴミの再資源化・減量化�

　国内生産拠点では、廃棄物の適正処理を徹底するためマニフェス
ト制度を確実に運用すると同時に、廃棄物が適正に処理されている
かを確認するため、廃棄物処理業者（収集運搬・中間処理・最終処分）
は年1回、リサイクル業者は３年に１回、それぞれ書類監査および現
地監査を実施しています。
　また、富士通グループの代表監査制度（※）に参加し、監査の効率化
を図っています。
　２００３年度は２６社を対象に監査を実施した結果、書類監査・現地
監査ともに、改善が必要となる処理業者はありませんでした。
＊代表監査制度 ： 富士通グループ内の複数の工場・事業所が同じ処理業者に委託している
　　　　　　　  場合、代表事業所が監査を行い、監査結果を水平展開する制度

■ 廃棄物業者の監査�

　廃棄物（紙ゴミ）の総量削減、森林資源保護などのため、ペーパ
ーレス活動を推進しています。
　国内生産拠点では、事務処理のペーパーレス化やコピー機への
裏紙トレイの設定による裏紙使用の推進などの対策により、２００２年
度までに１９９９年度比３０％の削減を達成しました。また、部門ごとに
購入予算枚数を決めて、コピー用紙の発注管理を徹底しています。
　２００３年度は本社工場で人員増に伴って用紙購入量が微増しまし
たが、従業員１人当りの購入量は２００２年度の水準を維持しています。

■ 用紙購入量削減対策�

２００３年度 実績 ２００３年度 実績 ２００３年度 拠点別構成比２００３年度 拠点別構成比

廃棄物リサイクル事例（廃製品・廃部品）

［グローバル］� ［国　内］�

購入量
７３．５t

購入量
５８．３t６２％

６％

５％

５％

５％

１７％

■ 本社工場 �
■ 栃木富士通テン�
■ 中津川工場�

■ ＦＴｄＭ�
■ ＦＴＴＬ�
■ その他�

本社工場 ７９％

栃木富士通テン
７％

中津川工場 ７％

その他 ７％
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廃製品

廃部品

　　　解体・分別後の品名

鉄くず

非鉄金属くず

電線くず

基板くず

金属系雑品くず

鉄･プラスチック複合材

液晶画面

廃プラスチック

　　　　　　　　　　　リサイクル・活用方法

鉄に再生�

各金属に再生�

銅を回収・再生�

貴金属を回収、残さは路盤材に再生�

金属は各金属に再生、基板は貴金属回収後、残さは路盤材に活用�

溶解して鉄は鉄に再生、プラスチックは高炉燃料に活用�

ガラス部分はガラスに再生、プラスチックは助燃材に活用�

材質の明確なものはプラスチックに再生、不明なものは助燃材に活用�

用紙購入量（ｔ）

７３．５�

用紙購入量（ｔ）

５８．３�

解体

分別



　社内で使用されるすべての化学製品について、「化学物質安全データシート」により管理対象物質の有無や

含有量（率）、人体への悪影響や環境へのリスクを把握する化学物質アセスメントを制度化し、環境リスクの高

い化学製品を特定して使用低減活動を行っています。

　現在、使用低減活動の中心は、PRTR（＊１）対象物質のうち使用量の多い鉛、トルエン、キシレンおよびVOC（＊２）

のなかでも使用量の多いＩＰＡ（イソプロピルアルコール）となっています。

＊１ ＰＲＴＲ（Pollutant Release and Transfer Register 環境汚染物質排出・移動登録制度）：
有害性のある化学物質が環境中へ排出する量と、廃棄物や製品に含まれて事業所の外に移動する量を集計し、公表する制度で、日本ではPRTR法が
２００１年３月から施行されています。 

＊２ ＶＯＣ（Volatile Organic Compounds 揮発性有機化合物）：
常温で揮発し、大気に拡散した有機化合物が光化学オキシダントを生成して森林を破壊したり、発ガン性、環境ホルモンなどの有害化学物質として環境を
汚染し、生態系への影響が懸念されています。

3. 有害物質使用削減対策�

２００３年度目標

２００３年度実績

［グローバル］ PRTR対象物質使用量（生産高当り）を２００２年度比で９％削減する。

［グローバル］ ２００２年度比で１３％削減（目標達成）

［グローバル］�

［国　内］�

２００３年度 実績

有害物質使用量と原単位の推移

２００３年度 実績

有害物質使用量と原単位の推移 ２００３年度 拠点別構成比

ＩＰＡ（イソプロピルアルコール）使用量の推移 ２００３年度 拠点別構成比

２００３年度 拠点別構成比

２００３年度 拠点別構成比

■ 鉛�
■ トルエン・キシレン�
-●- 原単位�

本社工場
１９%

9.8 5.5

100�

80�

60�

40�

20�

0
9998979695 00 01 02 2003

（年度）�

（ｔ）�

８９ ８９

７１

５７
４７ ４６ ４４

３７ ３５

50�

40�

30�

20�

10�

0
9998979695 00 01 02 2003

（年度）�

（ｔ）�

120�

100�

80�

60�

40�

20�

0

（kg/億円）�

43

34
38

35

 31
 19 22

12
19

7
15

7 12 7 10 6

115

101

58

44
35

18
24

15 12

鉛

キシレン

トルエン

銀

使用量物　質

合　計

28,006 �

3,874 �

1,580 �

67 �

33,527 

（単位 ： kg）�

鉛（ｔ）

トルエン・キシレン（ｔ）

原単位（kg/億円）

２００２年　度

27.0�

6.3�

19.6

ＩＰＡ（イソプロピルアルコール）

76.4t

２００３

28.0�

5.5�

17.1

３０％

３２％

２７％
１０％

１０％

９％

５％
５％

２％

２７％１１％

１０％

８％

５％
５％４％

■ 中津川工場�
■ ＦＴＣＰ�
■ ＦＴdＭ�
■ 栃木富士通テン�
■ 天津富士通天�
■ ＦＴＣＡ�
■ 本社工場�
■ ＦＴＴＬ�

■ 中津川工場�
■ ＦＴＣＰ�
■ ＦＴdＭ�
■ 天津富士通天�
■ 本社工場�
■ 栃木富士通テン�
■ ＦＴＣＡ�
■ ＦＴＴＬ�

栃木富士通テン
２３%

中津川工場
６６%

本社工場
１１%

中津川工場
６９%

栃木富士通テン
１２%
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　従来から使用されている鉛入りはんだ（鉛含有率約３６％）に代わ
る、鉛フリーはんだの材料開発・工法開発を進め、２００２年７月に鉛フ
リーはんだ適用製品を市場投入しました。また、はんだそのものの
使用量を削減するため、電子部品のＳＭＤ化（表面実装化）を実施し
ています。（詳細は「鉛フリーはんだ使用製品（２０ページ）」を参照
してください。）

【２００４年度以降の取組み】�
　２００７年７月以降に生産される全製品への鉛フリー適用を目指し、
フロー工法の確立やリフロー低融点はんだの技術確立および部品（電
極めっき）の切り替えを進めています。

■ はんだ（鉛）使用量の削減対策�

　ＰＲＴＲ法を厳守するため、化学物質の購入・廃棄量の管理集計を
行う「ＰＲＴＲ対象物質（購入・廃棄）管理システムを化学製品使用
現場に展開し、イントラネットによる一元的管理を実施しております。
２００３年度は第１種指定化学物質の事業所ごとの取扱量１ｔ以上のも
のが行政への報告対象となっており、富士通テングループでは主に
「鉛」・「キシレン」・「トルエン」が対象となり、報告を行いました。

■ 環境汚染物質排出・移動登録（PRTR）制度への取り組み�

　はんだと同様に製造ラインの統合や製品混流化による使用削減
のほか、機械洗浄の間欠化や、さらに機械洗浄を中止して定期点検
整備時の拭き取りへと、自主取り組みを強化しています。

■ ＩＰＡ使用量の削減対策�

　富士通テングループ各社には、事業に関わる工程排水はありませ
ん。また、生活排水については下水道排水口、浄化槽排水口で法定
水質測定を行うほか、雨水排水溝についても自主的な水質測定を
実施しています。
　２００３年度は、法や条例の規制値および自主基準値を超えた項目
はありませんでした。
（詳しいデータは２６～２８ページを参照してください）

■ 水質汚染対策�■ 化学製品登録数�

【登録件数】�

　水質と同様に、大気・騒音・振動についても自主管理基準を設けて、
定期的な測定を実施しています。２００３年度は法や条例の規制値お
よび自主基準値を超えた項目はありませんでした。
（詳しいデータは２６～２８ページを参照してください）

■ 大気汚染・騒音・振動対策�

　富士通テングループでは、過去の使用物質である１,１,１-トリクロ
ロエタン、トリクロロエチレンについて、敷地内の使用経歴のある場
所での土壌調査を２００１年度に完了し、土壌汚染のないことを確認
しています。

■ 土壌･地下水汚染対策�

　トルエン（基板コーティング材の希釈材）・キシレン（基板コーティ
ング溶剤）に代わる溶剤の技術確立（２００４年度末代替技術確立）を
目指して製品の信頼性評価を進めています。

■ トルエン・キシレン代替計画�

２００３年度 ＰＲＴＲ結果

化学製品取扱登録件数

取扱量 大気への
排出

公共用水域
への排出

下水道への
移動

当該事業所
における
土壌への排出
（埋立処分以外）

当該事業所
における
埋立処分

当該事業所
の外への移動
（下水道への
移動以外）

リサイクル量、
除去処分量、
消費量

排　出　量 移　動　量

第一種指定
化学物質の名称

第一種指定
化学物質の
号番号

63�

227�

230

3,874.0�

1,580.0�

9,844.0

3,874.0�

1,580.0�

0.0

0.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

9,844.0

キシレン

トルエン

鉛及びその化合物

■ 本社工場�
■ 中津川工場�
■ 栃木富士通テン�

300�

250�

200�

150�

100�

50�

0
999897 00 01 02 2003

（年度）�

（件数）�

151
129 129

161
131 135

165
140 144

175
149 154

198
175

161

265

182
164

290

184173

※対象範囲 ： 取扱量が１００ｋｇ以上の第一種指定化学物質　（単位 ： kg）�

※本社工場での02・03年度の増加は、環境負荷物質低減検討によるものです。
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電球のガラス�

機械加工用アルミ（鉛≦１％）�

はんだ�

厚膜ペースト�

クロメート処理�

液晶のバックライト�

グリーン製品�
シンボルマーク�

亜鉛めっき（黄、白）�
亜鉛めっき鋼板�

亜鉛めっき（黒）�
ダクロ（黒）、アルミクロメート�

購入電気部品に含まれる防錆用６価クロム�

ねじ、スピーカー�
ブラケット、シャーシー�

ブラケット�
ねじ�

２００４年１２月末�

２００５年１２月末�
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２００３年度含有部位 ２００４年度 ２００５年度 ２００７年度２００６年度

鉛

カドミウム

６価クロム

水銀

０８年７月～

RoHS指令
↓

７月～

７月～

規制時期未定

規制時期未定

２次切替▲１次切替▲

６月末

６月末

１月～

１２月末

２月末

対象部品例めっき種類 切替完了時期

　６価クロムはブラケット、シャーシなどの鋼板やねじの亜鉛めっき
部分に含まれています。品質確認できた部品は、２００２年度より新規
製品への適用を行っています。流動中の製品への適用は２００４年１２
月までに行う予定です。（１次切替）
　現在、行動計画最終目標に対して遅れている代替技術確立中の部
品については２００５年末までに切り替えを実施し、全製品の６価クロ
ム全廃を完了する予定です。（２次切替）

■ ６価クロムフリー対応�

1. 欧州ELV指令への取り組み�

　富士通テンでは、１９９５年に設計段階で製品ごとにアセスメントを実施し、一定の基準をクリアしたもののみ製

品化する「製品環境アセスメント」のしくみを確立しています。さらに一定基準をクリアしたうえで、特に省エネ・

省資源・有害物質排除などで顕著な改善を実施した製品を「グリーン製品」と認定する制度を運用して、製品へ

の環境配慮を促進しています。

　２００３年度に新規設計した製品の「グリーン製品」適合率は２７％でした。

  （２００２年度＝５４７品番／２１５０品番　 ２００３年度＝１０３６品番／３９０５品番）

　欧州では２００３年７月よりＥＬＶ指令が施行され、鉛、カドミウム、６価クロム、水銀が一部の使用用途を除き含有

禁止となりました。当社では、これまで鉛、カドミウムについて２００３年７月の禁止用途での全廃を完了しました。

　２００４年以降は、ＥＬＶ指令の規制時期より１年以上早く有害物質の使用を全廃する計画です。 

含有部位ごとの規制時期と当社の全廃計画
■ ELV規制時期�
■ 当社切替え目標�

１次切替

　

２次切替

クロムフリー亜鉛めっき鋼板の適用事例
［エアバッグ制御コンピュータ］　�



＊ＰＤＭ［Product Data Management］システム ： 
  製品情報管理システム
  図面、部品表や仕様書など製品に関する技術情報の
  データを管理するシステム
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　２００７年７月以降、全製品への鉛フリー適用を目指し、はんだ付け
工法の確立や部品の切り替えを進めています。２００２年７月に鉛フリ
ーはんだ適用の第一号機として市販されたECLIPSE「AVN３３０２D」 
に続き、２００３年４月に、トヨタ自動車（株）向け純正ＡＶ機器としては
初めてオーディオビジュアル一体機に適用しました。

　また２００４年３月にはリフロー、フローともに完全鉛フリーはんだを
適用したはじめての製品として、（株）トランストロン向け業務用車
両運行管理端末：MBCシリーズの２機種を量産開始しました。

■ 鉛フリーはんだ�

オーディオビジュアル一体機� 鉛フリー対応パネル基板�

MBCシリーズ� 完全鉛フリー基板�

部品材料の環境情報を
電子データで収集

評価結果に対する
マネジメント

アセスメントチェックリスト

アセスメント実施管理

有益関連情報の共有

製品環境情報を
電子データで提供

ＰＤＭシステム

製品環境アセスメント
情報システム

（データベース）

お客様への環境負荷情報提供�
�

製品名

ユニット

アセス実施
（未/済）

有無 物質名 量

部 品

部 品

部 品

部 品

未

済

済

済

有

無

有

カドミ

水銀

2ｍｇ

6ｍｇ

グリーン製品開発�
�

製品企画・設計

量   産   化

仕入先部品メーカ�

部品の材料情報提供�

製品環境アセスメント

量産OK グリーン製品�

合格 認定

納入先自動車メーカ�

有害物質情報開示�

リサイクル可能率開示�

自動車輸出国の廃車規制に対応�

2. 製品環境情報システム�
　ＰＤＭシステム＊と連携した製品環境マネジメントシステムを構築
し、グリーン製品の設計開発支援ツールとして約６００名の設計者が
利用しています。今後はさらにバージョンアップし、自動車メーカに

定量的な製品環境情報をタイムリーに提供するためのシステムとし
ていきます。



フィルムＴＶアンテナ�

従来品�

改善前→改善後�

TV/GPS一体型フィルムアンテナ�

GPSアンテナ�

質量（ｇ）�

従来� 一体型�

３（▲８８%）�２５�

ケーブルを除くアンテナ部分のみの質量�

寸法(mm)�

容積(cm３)�

重量(g)

改善前� 改善後�

３７７×２０５×１７６ �

１３,６０２ (▲５５%)�

５５４ (▲３８%)

５８０×３３２×１５７�

３０,２３２�

８９１�

改善前� 改善後�

寸法(mm)�

容積(cm３)�

重量(g)

改善前� 改善後�

３１６×１６１×７２ �

３,６６３（▲４４%）�

１２４（▲３８%）�

３１６×２２６×９２�

６,５７０�

２００�

■ オーディオアンプ用  段ボール�

　自動車メ－カ－向け交換用のオーディオアンプの両側にはブラ

ケットがついているため、従来より容積の大きな段ボールを使

用してきました。�

　今回ブラケットがネジ止めされていることに着目し、ブラケッ

トをはずした状態で梱包することで段ボールのサイズダウン、そ

れに伴い内封される緩衝材の軽量化にも成功しました。�

■ TVフィルムアンテナ用  段ボール�

　ディーラーオプション向けTVフィルムアンテナの物流には共

通化段ボールを用いてきました。今回段ボールのサイズを適正

化することにより、段ボールのサイズダウン、それに伴い内封さ

れる緩衝材の軽量化にも成功しました。年間で２４，１８０kgの軽

量化を実現しています。�

　製品出荷用の梱包材のサイズダウンを行っています。包装材の削減、納入先での廃棄物の低減、輸送効率の

向上による燃費やCO２発生の低減などの効果を得ています。�

4. 包装材のサイズダウン�

　従来、立体型の形状をしていたGPSアンテナをフィルム化し、既に製品化しているフィルムTVアンテナと統

合しました。これにより、取り付け性の向上、運転中の視界に与える影響の軽減、車室内美観の改善が図れるほか、

質量を当社従来品比で約１/１０としました。�

　本製品は、２００４年７月発売の国内向け当社市販商品ECLIPSEのAVN（Audio Visual Navigation）製品

全機種に採用され、今後の当社製品にも順次展開する予定です。�

3. TV／GPS一体型フィルムアンテナの開発（世界初）�
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当社製品のライフサイクル�

LCA算出結果�

①資源の採取�

②材料の製造�

③部品の製造�

＜仕入先部品メーカー＞�

④製品の組立�部品�
調達�

＜当社＞�

製品�
出荷�

＜自動車＞�

⑤製品の使用�

⑥廃棄・リサイクル�

材料（鉱物･石油etc.）�
エネルギー(電力etc.)�

の使用�

： 当社製品のライフサイクル�

仕入先部品メーカーと当社で発生した�
LCA値(CO２排出量）を算出�

燃料電池ハイブリッドバス�
出典　　http://www.toyota.co.jp/jp/tech/environment/fchv/ 

製品の質量(g)

１８,９７４.７�２,５１０� １４,３３４.３� ３３,３０９.０�

　法規制への対応だけでなく、さらに一歩進めたグリーン製品

開発への取り組みとして、日本でもＬＣＡを本格的に導入する企

業が増えています。�

　当社では、２００３年度からライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）

の実施ガイドラインを策定し、一部製品(※)で試行を始めました。�

　環境負荷の評価基準は様々ですが、まず、第一段階として材料

の使用量、組立に投入されるエネルギーの使用量を二酸化炭素

（CO２）排出量の数値に換算して「製品の生涯の環境負荷」を評

価し、より環境への負荷の少ない製品づくりに活用します。�

　今回のLCA試行は、上記①資源の採取段階から④製品の組立段階までを対象に実施し
ています（下記参照）。⑤製品の使用⑥廃棄・リサイクルを含む全ライフサイクルのLCA
実施は、自動車に搭載された後のLCA算出のガイドライン化を行い、０５年度末目標に推進
してまいります。�

  LCA（Life Cycle Assessment）とは、製品の生涯（資源採取⇒材料製造⇒部品製造⇒製品組立⇒使用⇒

廃棄・リサイクルされるまで） すべての段階における環境への影響を総合的に評価することをいいます。�

6. ライフサイクルアセスメント(ＬＣＡ)の導入�

　トヨタ自動車（株）と日野自動車（株）は、共同で燃料電池ハイブリッドノンステップ大型バスFCHV-BUS２を

開発しました。当社は、FCHV-BUS２用の水素燃料タンクシャットバルブコントローラを開発・製造しました。ま

た、モーター駆動、燃料電池での発電量、２次電池への充放電などを総合的に制御するECUをトヨタ自動車（株）

より開発受託し、開発しました。�

　FCHV-BUS２はNOxもPMもゼロで、特に、都市の大気環境をクリーン化するねらいがあります。�

２００２年９月 ： 国土交通大臣認定を受け、１０月から公道テストを実施。�

２００３年８月 ： 都営バスとして東京都内で運行を開始。�

　　　　　   車内・車外の騒音低減、スムーズな走行などにも、大きな期待が寄せられています。�

２００５年　　： 日本国際博覧会「愛・地球博」�

　　　　　　燃料電池ハイブリッドバスで、来場者の移動をサポート予定。�

5． 燃料電池車用コントローラ�

①②③で発生した�
CO２排出量(g)

④で発生した�
CO２排出量(g)

①～④で発生した�
CO２総排出量(g)

※LCA試行製品（例）�

カセット/CDプレーヤ�

水素燃料タンクシャットバルブコントローラ�
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　富士通テングループでは、環境経営情報の開示を、企業が果たすべき社会的説明責任の最も重要な要素の一

つと考え、環境経営報告書などを通じて、当社の環境経営情報をご紹介しています。

　併せて、グループ従業員に対しても、環境経営の重要性や環境保全活動が全員参加の活動であることを理解

してもらうため、社内報やイントラネットを通じて環境経営情報の開示を行っています。

　当社の環境情報を取りまとめた「環境報告書」を２０００年度より発
行し、当社の関連企業や取引先に配布しているほか、工場見学者や
一般の方からの要求にも応じて配布しています。２００４年度からは、
環境情報に経済情報、社会情報を加えた「環境経営報告書」として
発行します。
　また、「環境報告書」および「環境経営報告書」は冊子での配布
のほか、当社ホームページでも公開しています。ホームページでは
２００３年度から、英語版（抜粋）もご覧いただけるようになりました。
（２００４年度の英語版は９月掲載予定です）
　なお、富士通テングループでは、一方通行の情報開示ではなく、
みなさまとのコミュニケーションを積極的に図りたいと考えており
ますので、富士通テングループの環境活動に関するご意見、環境経
営報告書のご感想などを、是非お寄せください。 

■ 環境経営報告書（本書）� ■ 社内向け環境ホームページ�

■ 社内向け広報紙「みんなの地球」�

 環境省主唱による環境月間（毎年６月）には多数の従業員が参加し
て、さまざまな行事を行います。

■ 環境月間�
ご意見、ご感想などは下記ＵＲＬからどうぞ��

http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/

ミニ環境展�

２００３年度の実施内容�

社外ホームページ�

第1回環境フェスタ中津川�

■ 社外広報実績�

２００３年 ４月
６月
６月
８月
１１月

富士通テングループ第４期環境取り組みプラン策定
環境月間行事「地域クリーン作戦」の実施
ＦＴＥＧがＩＳＯ１４００１の認証を取得
２００２年度環境会計および２００３年度環境報告書の発行
中津川工場「第１１回地域クリーン作戦」実施

■ 社外展示会への出展実績�

２００３年 ５月
１０月

自動車技術展
第1回環境フェスタ中津川

・ 富士通グループ環境月間�
　メッセージのイントラ掲載�

・ 社内ミニ環境展の開催  �

・ 構内環境パトロール�

・ 通勤路の美化清掃�

・ 環境標語募集    �

・ 環境フォトコンテスト募集�

社内ホームページ�

　２０００年２月から、イントラネット内に地球環境部ホームページを
開設し、トピックスやイベントなどの一般情報や、グリーン製品開発
などに関する専門情報を
提供しています。
　また、各部門の環境負
荷実績の入力、および集
計などの作業もイントラ
ネット上で行えるように
しています。

　環境経営に関する取り
組みや、家庭における環境
配慮のヒントなどを周知
するための社内広報誌「み
んなの地球」を年１０回発
行し、イントラネット上で
提供しています。

■ リサイクルコンテスト（ＦＴＴＬ）�

　ＦＴＴＬ（タイ）では２００３年1２月に「安全環境週間」を設定し、従
業員向けイベントとして「リサイクルコンテスト」を実施しました。
これは廃棄物リサイクル
のアイデアを競い合うこ
とで廃棄物の資源として
の価値を認識してもらう
ことを目的に実施された
もので、今回は１３件のア
イデアが寄せられました。
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環境コミュニケーション�

社 会 報 告 �



1. 環境貢献活動／社会貢献活動�
　富士通テングループでは、サイト内での環境保全活動とともに、地域の皆さんとパートナーシップを築きなが

ら資源循環型社会の構築にも積極的に取り組んでいます。

2. コンプライアンスへの取り組み�
　社内規程として｢富士通テン企業行動指針｣を定め、従業員への周知徹底を図るとともに、事業活動のあらゆ

る場面において、コンプライアンスを推進し、国際社会・地域社会から信頼される企業をめざします。

3． リスク対策�
　自然災害、PL、環境などを含むすべてのリスクに対するマネ

ジメントを、全拠点・全部門で推進しています。

　危機管理委員会のもとで、本社リスク管理事務局が現場から

のトラブル情報を受信し、リスクレベルに応じて対策本部を設

置するなど適切な対応をとることで、問題の早期解決をはかっ

ています。トラブル情報は、すべての関係部門や関連する社内

委員会にフィードバックされ、リスクの分析・再発防止対策の立

案および全社への横展開を行うことで、発生の未然防止に努め

ています。

　周辺地域および通勤路の清掃活動を通じ、多くの従業員が地域の
皆さんと協働しています。２００３年度の活動実績は下表の通りです。

■ クリーン作戦�

　富士通テングループの国内工場では、法定緑地面積（緑化率）を維
持しています。２００３年３月には中津川工場の周辺にさざんか他２２本
の植樹を行いました。海外拠点では、天津富士通天（中国）やＦＴＣＰ
（フィリピン）も植樹を行っており、ＦＴＣＰでは木の総数が９８年から
の６年間で５割以上増加しています。また、天津富士通天では温室で
花壇用の花を栽培しており、園芸活動の場として活用しているほか、
従業員の環境意識向上に役立てています。

■ 工場緑化�

２００３年１１月　環境管理工作優秀団体
　　　　　　 （ＩＳＯ環境管理システムおよび清掃活動での貢献／
　　　　　    天津富士通天）

■ 表彰・その他の実績�

■ 富士通テン社会貢献基金�

野点ボランティア（中津川工場）�

工場周辺美化活動（栃木富士通テン）�

名   称 参加者 実施月工場名

通勤路クリーン作戦（通勤路） �

砂浜クリーン作戦（須磨海岸） �

         　　  同　上�

六甲山クリーンハイキング（六甲山）�

工場周辺美化活動（工場周辺） �

         　　  同　上�

工場周辺美化活動（工場周辺） �

         　　  同　上�

約�

約�

約�

約�

約�

約�

約�

約�

１００名�

１００名�

１０名�

１４０名�

１３０名�

２５０名�

４０名�

１２０名�

６月�

６月�

９月�

１１月�

６月�

１１月�

６月�

１１月�

本社工場

中津川工場

栃木富士通テン

　会社と労働組合の共同出資により、「富士通テン社会貢献基金」
を設立し、その基金をもとに社会福祉施設への寄付や文化体育部に
よる福祉施設慰問などの支援を行っています。
　そのほか、ボランティアグループ「音工房（おとこうぼう）」による
「愛の輪ふれあいコンサート」の支援や社内外でのチャリティコンサ
ートの開催、および「ふれ
あい工房」による、社員を
対象にした車イス体験会な
どの活動も行っています。
　また、中津川工場では年1
回「チャリティ講演会」を開
催し、その収益を毎年、中津
川社会福祉協議会を通じて
福祉施設に寄付しています。

リスク管理体制
経営会議

危機管理委員会

リスク管理事務局

現場第一線（事業所リスク管理者）

フィードバック／連携

自然災害・�
事故�

製品・サービス�
トラブル�

環境�
問題�

ネットワーク�
問題�

企業過失・�
犯罪�

人事・労務�
トラブル�

防災
委員会

ＰＬ
委員会

安全保障輸出
管理委員会

高度情報化
推進委員会

総務部
担当

人事部
担当

地球環境
委員会

指示

指
示
・
是
正

ト
ラ
ブ
ル
情
報

基本方針の策定、全体の連携・調整�

重大案件の報告

フィードバック／連携
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１. 人事・教育制度

2. 安全衛生／健康支援
　従業員の安全が保たれ健康でイキイキと働ける快適な職場を実現するために、全社が一体となって活

動しています。

（１）安全衛生
　災害“ゼロ”を目指し、従業員一人ひとりの安全意識と危険に対す
る感受性を高めるため、啓蒙活動・安全教育の充実を図るとともに、
災害ポテンシャルを一層減らすため、危険源の総点検ならびに職場
巡視を強化し活動を推進します。

（２）健康支援
　個々人の健康意識を高め、心身の両面にわたる自主的な健康づく
りを支援するため、健康啓蒙教育・個別指導を中心とした健康増進
活動を推進します。

■ 取り組み体制

　労使代表により選出された安全衛生管理組織のもと、毎月１回安
全衛生委員会を開催し、災害および疾病の防止および健康増進に関
する基本的事項について調査・審議し、会社と労働組合が協力して
安全衛生管理の向上を図っています。

■ 安全衛生教育・訓練

　入社時や昇進・昇格時に、それぞれの階層や職場環境に合わせた
安全衛生教育を実施しています。

■ 職場自主安全活動

　全従業員が危険に対する感受性を高め、安全意識を向上させ、災
害の無い職場づくりをねらいに各職場の日常的・自主的な安全活動
として、『職場自主安全活動』に全部門で取り組んでいます。

（２）健康支援

■ 健康診断

　法定項目の定期健康診断（１回/年）のほか、３５歳時、４０歳以上の
全従業員が慢性疾患の早期発見のため、成人病健康診断を受診、ま
た海外赴任前・一時帰国時・帰任時健診、海外出張者健診、長時間外
健診、特殊健診など、目的に応じた健康診断を実施し、診断の結果に
基づき、産業医や保健師などのスタッフが保健指導を行い、心身の
サポートを行なっています。

■ こころとからだの健康相談

　健康相談のほか、心のケアを必要とする方には、産業医・カウンセ
ラー（臨床心理士）がカウンセリングを行なっています。

■ 禁煙への取り組み

　禁煙希望者への支援として、禁煙補助材の援助、個別保健指導や
ポスターで禁煙啓発活動を行っています。

■ 成果評価制度

　従業員が半年ごとに自分の業務目標を設定し、成し遂げた成果お
よびプロセスの評価に基づいて報酬が決まる仕組みを導入してい
ます。フィードバック面接を通じて、育成、キャリアについて上司と
話し合い個別育成を推進しています。

■ キャリアマネジメントサービス

　従業員の自主的なキャリアを支援するため、キャリアデザイン･セ
ミナーを実施しています。また、「自ら学ぼう」とする姿勢を支援す
るため、通信教育、資格取得の援助制度を実施しています。

（１）人事・教育制度

　より高い目標へのチャレンジを支援するとともに、従業員の自主
的な能力開発を支援する人事・教育制度づくりを進めています。

［活動内容］
① 全社を８部門（グループ）に分け、職場に於ける問題点の解決に取り組む部門活動。

② 各部毎に自部門に合った安全活動を計画的に推進する部別安全活動。

③ ヒヤリ・ハット報告活動（随時）と年４回のヒヤリ・ハット報告強調月間活動。

④ 職場の写真によるＫＹミーティング（奇数月）

⑤ 他部門の職場安全巡回点検と改善活動。

［仕組み］�

［ 方  針 ］�

（２）就業支援制度

　働きやすい環境づくりのため支援制度を設けています。
　・育児休職規程、妻の出産休暇、介護休職規程を設けています。
　　また、ポジティブアクションを積極的に進めています。
　・インターンシップ制度、リフレッシュ休暇など

２００３年度 労働力内訳（テン単独／２００４年３月末現在）

従業員数（人）

平均年齢（歳）

勤 続（年）

男

２，０９９�

３６．９�

１４．６�

女

７５２�

３３．２�

１２．８�

計

２，８５１�

３６．０�

１４．２�

２００３年度 採用数（テン単独）

通 年新 卒

５１名�１０４名�

休業災害発生頻度

0

0.1

0.2

0.3

01 0299 00 2003（年度）�

（件/百万時間）�

0 0

0.24 0.23
0.21

［取り組み］�

（１）安全衛生
　安全衛生委員会のもと、各職場の特性にあわせた安全衛生向上
への取り組みを進めています。

［ 方  針 ］�
　一人ひとりが意欲を持ち、能力を発揮することにより、達成の喜びと充実感を感じ、イキイキと働くこと

ができる制度を整えていきます。
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５．０～９．０�

２，０００�

２，０００�

１５０�

５�

５�

３�

５�

１０�

―�

―�

８�

５．６～８．６�

１,３４０�

５６０�

１２０�

２�

４�

２．４�

４�

８�

―�

―�

６.４�

8.1 �

119.5 �

267 �

28 �

＜0.5 �

0.08 �

＜0.01 �

0.04 �

0.07 �

―�

―�

0.7

項　目 規制値 自主基準 測定値

水  質

１５０�

１．２�

５０�

７０�

７０�

６０�

―�

―�

１２０�

―�

１４�

６５�

６５�

５５�

６０�

５５�

38 �

※ �

0.1 �

49 �

58.5 �

48 �

38 �

25.5 

項　目 規制値 自主基準 測定値

大  気

騒  音

振  動

排        水 ： 工程からの排水は無く、すべて公共下水道に放流

大　　  気 ： 燃料は都市ガスを使用（※ＳＯｘは測定していません）

騒音・振動 ： 工業専用地域

注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。

　　 マンガンおよびクロムは３年連続不検出のため、当社基準に基づき測定を停止しております。

注２）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。

本社工場（所在地　兵庫県神戸市）

ＮＯｘ（ｍl／Ｎｍ３）

ＳＯｘ（Ｎｍ３／ｈ）

ばいじん（ｍｇ／Ｎｍ３）

昼間（ｄＢ）

朝・夕（ｄＢ）

夜間（ｄＢ）

昼間（ｄＢ）

夜間（ｄＢ）

ｐH

ＢＯＤ（ｍｇ／L）

ＳＳ（ｍｇ／L）

ヘキサン抽出・動植（ｍｇ／L）

ヘキサン抽出・鉱物（ｍｇ／L）

フェノール類（ｍｇ／L）

銅及び化合物（ｍｇ／L）

亜鉛及び化合物（ｍｇ／L）　

鉄及び化合物（ｍｇ／L）

マンガン及び化合物（ｍｇ／L）

クロム及び化合物（ｍｇ／L）

フッ素化合物（ｍｇ／L）

１. 本社工場

■ 排出量   ■ 最終処分量   -●- 再資源化率� ■ 鉛   -●- 原単位�

■ CO2排出量   �
-●- 生産高当たりのCO2排出量�

（t）�

廃棄物排出量と再資源化率の推移

■ 廃棄物減量化対策

有害物質使用量と原単位の推移

■ 有害物質使用削減対策

（%）�

01 2002 2003
（年度）�

99 0098979695
0 0

20

40

60

80

100

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

652

53

306

625

53

294

598

60

241

647

71

185

664

79

143

654

85

96

809

91.2

71

1,383

1,294

96

85

30
202

0

5

10

15

20

25

01 0299 0098979695
0

20

40

60

80

100
（kg/億円）�（ｔ）�

21
19

32

11

28

7

12 6

6

3

2003
（年度）�

4 3
2 2

82

67

19

43

IPA使用量の推移

21
18 18

14

9
7

8 7 7

01 02009998979695
0

10

20

30

2003
（年度）�

（t）�

（t-c/億円）�（t-c）�

生産高当たりのCO２排出量と原単位の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　（エネルギーのみ）

0 0

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

0201
（年度）�
200399 009897969590

3

4

5

6

7

■ 地球温暖化対策

0

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

01 0299 009897969590

（MWh）�

エネルギー使用量の推移
　　　　　　     　　（電力換算）

19,232 19,727

2003
（年度）�

20,319
21,623

18,983
18,230

17,05017,141
16,14915,618

２００３年度 環境関連法に関するデータ

２００３年度 用水使用量

上水道

２７,２１７m３�

工業用水

５２,４５２m３�

循環使用

０m３�

電 力

１７,３４１ＭＷｈ�

都市ガス

６３２ｋm３�

２００３年度 エネルギー種類別使用量

２００２年度

２.１４�

２００３年度

２.０４�

生産高当りの廃棄物排出量（t／億円）２００３年度 種類別構成比

２００３年度 用紙購入量

４５.８ｔ�

4.65

6.55

1,588

6.22

1,688

6.54

1,650

3.61

4.98

1,687
1,7951,792

1,825 1,856

3.9
3.45

2,112

2,249

3.58 3.31

うち特別産業
廃棄物 ４.６t（０.３％）

金属くず １１％
事業系

一般ゴミ ２２％

廃プラスチック
９％

その他 ９％

紙くず ４１％

木くず ８％

　本社工場は、兵庫県神戸市の瀬戸内海に面した工業専用地域内にあり、全事業の開発・設計部門を含

む本社事務所とカーＡＶ製品の製造工場を有する敷地面積約４３,５００m２、従業員２,２７２名の工場です。
※２００２年度以降のデータには、物流拠点・テクノセンターの実績を含みます。
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■ 有害物質使用削減対策�

項　目 規制値 自主基準 測定値

水  質

項　目 規制値 自主基準 測定値

大  気

騒  音

振  動

中津川工場（所在地　岐阜県中津川市）�

２００３年度 環境関連法に関するデータ

ｐＨ　

ＢＯＤ（ｍｇ／L）

ＣＯＤ（ｍｇ／L）

ＳＳ（ｍｇ／L）

大腸菌群数（個／ｃｍ３）

窒素（ｍｇ／L）

リン（ｍｇ／L）

ヘキサン抽出・動植（ｍｇ／L）

ヘキサン抽出・鉱物（ｍｇ／L）

フェノール類（ｍｇ／L）

銅及び化合物（ｍｇ／L）

亜鉛及び化合物（ｍｇ／L）　

鉄及び化合物（ｍｇ／L）

マンガン及び化合物（ｍｇ／L）

クロム及び化合物（ｍｇ／L）

フッ素化合物（ｍｇ／L）

５．８～８．６�

１６０（１２０）�

１６０（１２０）

２００（１５０）

３,０００�

１２０（６０）�

１６（８）�

３０�

５�

５�

３�

５�

１０�

１０�

２�

８�

6.0～7.8 �

10 �

22 �

6 �

2,400 �

36 �

3.8 �

2 �

2 �

0.05 �

0.02 �

0.38 �

1.0 �

0.2 �

0.2 �

0.2

6.0 �

4.4 �

9.5 �

6 �

＜30 �

15 �

1.6 �

＜1 �

＜1 �

＜0.025 �

＜0.01 �

0.08 �

0.2 �

＜0.1 �

＜0.04 �

＜0.1

ＮＯｘ（ｍl／Ｎｍ３）

ＳＯｘ（Ｎｍ３／ｈ）

ばいじん（ｍｇ／Ｎｍ３）

昼間（ｄＢ）

朝・夕（ｄＢ）

夜間（ｄＢ）

昼間（ｄＢ）

夜間（ｄＢ）

１８０�

１２．２９�

３００�

６０�

５０�

４５�

６０�

５５�

144 �

0.08 �

92 �

56 �

48 �

43 �

48 �

44 

74 �

0.017 �

9 �

44 �

39 �

39 �

＜30 �

＜30 

排        水 ： 工程からの排水は無く、すべて公共用水域に放流

大　　  気 ： 燃料はＡ重油を使用

騒音・振動 ： 第二種区域

注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。

 　　過去３回の測定データに基づき、一部自主基準値を見直しています。

注２）ND ： 不検出

注３）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。

（MWh）�
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020199 009897969590
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0
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100

（t）�
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（t）�

（%）�

01 0299 0098979695
0
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有害物質使用量と原単位の推移廃棄物排出量と再資源化率の推移

IPA使用量の推移

168

308

64

112

283

65

100

266

62

100

237

68

75

294

87

38

277 264

314

409
87

98 100 100

36 6 １ 0

34

14

12,667

7,728

14,247 14,129 13,694 13,719 13,649
13,152

161

35

11

111

19

8

80
48

7

45 39

7
7

7
5 5

2003

34 32

6 5
4

（年度）�

2003
（年度）�

2003

13,924
14,831

（年度）�

7

61 65

50
41

35 36 33

2003
（年度）�

27 24

12

7

00

200
400
600
800
1,000
1,200
1,400

1,800
1,600

01 0299 009897969590
0
1
2
3
4
5
6
7

（t-c/億円）�
（t-c）�

3.54

4.70
825

1,340
1,524

5.26

1,495

6.15

1,425

6.18

1,487

4.98
4.58 4.39

1,486 1,417

2003�
（年度）�

5.34
5.67

1,652
1,787

（kg/億円）�

生産高当たりのCO２排出量と原単位の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　（エネルギーのみ）

■ 排出量   ■ 最終処分量   -●- 再資源化率�

■ CO2排出量   �
-●- 生産高当たりのCO2排出量�

■ トルエン、キシレン   ■ 鉛   -●- 原単位�

■ 地球温暖化対策�
エネルギー使用量の推移
　　　　　　     　　（電力換算）

2. 中津川工場�
　中津川工場は、岐阜県中津川市郊外の住宅、農耕地が混在する地域にあり、敷地面積約３１,２００m２、従

業員４５８名の自動車用電子機器専用工場です。

■ 廃棄物減量化対策�

２００３年度 用水使用量

上水道

３６,８７６m３�

�

地下水

１,６２４m３�

循環使用

０m３�

電 力

１１,４２５ＭＷｈ�

Ａ重油

８８６KL

灯 油

５KL

ＬＰガス

５ｔ�

２００３年度 エネルギー種類別使用量

２００２年度

１.０２�

２００３年度

１.３０�

生産高当りの廃棄物排出量（t／億円）２００３年度 種類別構成比

２００３年度 用紙購入量

３.９ｔ�うち特別産業
廃棄物 ０t（０％）

金属くず ２３％

浄化槽汚泥 １２％ 廃プラスチック
３０％

その他 ６％

紙くず ２９％
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項　目 規制値 自主基準 測定値

水  質

項　目 規制値 自主基準 測定値

大  気

騒  音

振  動

栃木富士通テン（所在地　栃木県小山市）�

２００２年度 環境関連法に関するデータ

■ 排出量   ■ 最終処分量   -●- 再資源化率�

■ CO2排出量   �
-●- 生産高当たりのCO2排出量�

■ 鉛   -●- 原単位�

廃棄物排出量と再資源化率の推移

■ 廃棄物減量化対策� ■ 有害物質使用削減対策�

■ 地球温暖化対策�

3. 栃木富士通テン�
　栃木富士通テンは、栃木県小山市郊外の住宅、農耕地が混在する地域にあり、カーＡＶ製品を製造する

敷地面積約２５,７００m２、従業員２６０名の工場です。
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有害物質使用量と原単位の推移

3 3

5
4

5

7
8

17
25

2024

46

62

17

生産高当たりのCO２排出量と原単位の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　（エネルギーのみ）

（MWh）�

0

3,000
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4,000

4,500

5,000

020199 009897969590

エネルギー使用量の推移
　　　　　　     　　（電力換算）

２００３年度 用水使用量

上水道

２,１１９m３�

地下水

３４,４３６m３�

循環使用

０m３�

２００３年度 エネルギー種類別使用量

電 力

４,７８６ＭＷｈ�

Ａ重油

２７KL

ＬＰガス

３ｔ�

（%）�

01 0299 0098979695
0
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189

218
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217

78

191
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45

59
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76
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82

93
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23 7

329
303

（年度）�
2003

100 100

1 0
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263

0201

3 3

15 12

2003
（年度）�

009998979695

（t）�
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0

（kg/億円）�
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（年度）�
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0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0
（t-c/億円）�

（t-c）�

1.95

209

2.46

329 356 355 342

2.02 2.03

386 387 393

2.23 2.15

2003�
（年度）�

480 494

2.20
1.76

2.49

1.88

3,124

2,009

3,373

3,830 3,808

4,161 4,172 4,234

（年度）�
2003

4,698
4,901

ｐＨ　

ＢＯＤ（ｍｇ／L）

ＳＳ（ｍｇ／L）

ヘキサン抽出・動植（ｍｇ／L）

ヘキサン抽出・鉱物（ｍｇ／L）

ＮＯｘ（ｍl／Ｎｍ３）

ＳＯｘ（Ｎｍ３／ｈ）

ばいじん（ｍｇ／Ｎｍ３）

５～９�

６００�

６００�

３０�

５�

―�

―�

―�

５.４～８．６

４８０�

４８０�

２４�

４�

２０８�

０．６４�

４０�

8.5 �

76.3 �

83.5 �

1.5 �

＜1.0 �

53 �

0.076 �

9

昼間（ｄＢ）

朝・夕（ｄＢ）

夜間（ｄＢ）

昼間（ｄＢ）

夜間（ｄＢ）

６５�

６０�

５０�

６５�

６０�

６４�

５９�

４９�

６３�

５８�

58�

58 �

40 �

40 �

30 

排        水 ： 工程からの排水は無く、すべて公共下水道に放流

大　　  気 ： 燃料はＡ重油を使用

騒音・振動 ： その他の地域

注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。

 　   過去３回の測定データに基づき、一部自主基準値を見直しています。

注２）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。

IPA使用量の推移

２００２年度

１.４７�

２００３年度

０.９４�

生産高当りの廃棄物排出量（t／億円）２００３年度 種類別構成比

２００３年度 用紙購入量

４.３ｔ�
うち特別産業
廃棄物 １.４t（０.５％）

金属くず ２３％

木くず ６％

廃プラスチック
３３％

紙くず ３８％
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4. 販社・海外グループ

■ 関係会社　国内�

■ 関係会社　海外�

CO２排出量
（t-c）会社名 年度

会社の正式名称は裏表紙をご覧ください

富士通テン東日本

富士通テン中部

富士通テン西日本

その他の関係会社は、国内工場と一体となった活動を行っているため、環境負荷データは国内工場のデータに含まれています

エネルギー使用量
（電力換算/MWh）

廃棄物排出量
（ｔ）

用紙購入量
（ｔ）

用水使用量
（m３）

会社名 年度 CO２排出量
（t-c）（＊）

エネルギー使用量
（電力換算/MWh）

廃棄物再資源化率
（％）

廃棄物排出量
（ｔ）

廃棄物最終処分量
（ｔ）

用紙購入量
（ｔ）

用水使用量
（m３）

ＦＴＣＡ

ＦＴｄＭ

ＦＴＣＰ

天津富士通天

FTTL

富士通天電子

３０４.４�
２９２.４�
８２.８�
７０.３�
２６０.０�
２０２.１�

３１.４�
３０.３�
８.２�
７.０�
２５.８�
２０.０�

２００２�
２００３�
２００２�
２００３�
２００２�
２００３�

２００２�
２００３�
２００２�
２００３�
２００２�
２００３�
２００２�
２００３�
２００２�
２００３�
２００２�
２００３�

６.０�
０．３�
０.１�
０．０２�
１.０�
 ―�

１.８�
１.９�
０.３�
０．７�
１.７�
１．４�

４１２�
４５４�
３４４�
３７６�
５２８�
６９７�

４,１７２.７�
４,０２２.６�
５,９０１.８�
６,１１８.４�
６,６４７.０�
７,１６３.７�
６,２２７.１�
７,０１８.０�
１,８６１.８�
１,９７５.５�
―    �
―    

３８８.６�
３７６.９�
５３１.２�
５６２.９�
６９６.４�
７１４.２�
６７３.９�
８００.５�
１６７.２�
１８１.２�
―  �
―  

４６�
６５�
７３�
８０�
９０�
１００�
９４�
９１�
４９�
７９�
―�
―�

２２８�
２８３�
６６２�
５０７�
２５４�
４３６�
３１�
２２�
４３�
１２１�
―�
―�

１２３�
１００�
１７７�
１０１�
２６�
４３６�
２�
２�
２２�
２６�
―�
―�

４.５�
０.６�
２.４�
３.７�
０.６�
０.７�
３.７�
３.３�
０.８�
３.６�
―�
―�

４,９２７�
４,７９６�
１０,０８２�
９,７６５�
３５,０６３�
４０,７６８�
４６,０３６�
４７,５７１�
８,６１７�
２０,０９９�
―　�
―　�

＊CO２排出量の換算値は、国内の換算係数を使用しています。

29

環
境
デ
ー
タ�

〈販売・その他〉�

〈製造〉�

〈その他〉�

〈販売〉�

＊CO２排出量の換算値は、国内の換算係数を使用しています。

CO２排出量
（t-c）会社名 年度

ＦＴＣI
ＥＴＵＫ
ＦＴＥＧ
ＦＴＴＣ
ＦＴＳＰ
ＦＴＳＬ
ＦＴＡＬ
ＩＡＡ
ＦＴＴＴ
ＦＴＲＴ

エネルギー使用量
（電力換算/MWh）

廃棄物排出量
（ｔ）

用紙購入量
（ｔ）

用水使用量
（m３）

６８．７�
― �
５９．９�
― �

１９２．０�
４８．５�
１５５．５�
７７．３�
― �
― 

８．２�
― �
５．９�
― �
１８．９�
４．８�
１５．４�
７．６�
― �
― 

２００３�
２００３�
２００３�
２００３�
２００３�
２００３�
２００３�
２００３�
２００３�
２００３�

３�
―�
６�
―�
―�
―�
１７�
３０７�
―�
―�

０．２�
― �
０．０１�
― �
０．９�
０．９�
０．８�
０．５�
― �
― 

３４�
― �
― �
― �
７８３�
― �
４０１�
３７８�
― �
― 

サイトの活動実績�



環境マネジメント� 年 度� 環境パフォーマンス�

２００１

２０００

１９９９

１９９８

１９９７

１９９６

１９９５

１９９４

２００２

２００３

・第４期 富士通テングループ環境取り組みプランを策定
 （２００３年３月）

・グリーン製品第１号を市販カーＡＶ市場に投入（２００１年７月）

・市販カーオーディオのピンジャックキャップに生分解性プラス
チックを採用（１９９８年 ８月）

・ 特定フロンの使用を全廃 （１９９４年 ２月）

・ １,１,１-トリクロロエタンの使用を全廃 （１９９３年 １２月）

・栃木富士通テンがゼロエミッションを達成（２００３年１月）

・本社工場・中津川工場がゼロエミッションを達成（２００２年９月）

・代替フロンの使用全廃（２００２年９月）

・鉛フリーはんだを使用したグリーン製品を市販カーＡＶ市場 
に投入（２００２年７月）

・富士通グループ植林活動への参画（２００２年 １月）

・グリーン調達ガイドラインを制定（２００１年 ９月）

・環境ラベルを制定（２００１年 ５月）

・環境パフォーマンス指標を導入

・環境パンフレット「環境保全の取り組み」を発行（１９９８年 １２月）

・ＦＴＣＰ（フィリピン）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９８年 １０月）

・グリーン製品認定基準を設定

・栃木富士通テンがＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年 １０月）

・中津川工場がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年 ８月）

・本社工場がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年 ６月）

・第２期 環境行動計画を策定（１９９７年 １月）

・本社工場が防災福祉コミュニティに参画（１９９６年 ９月）

・製品環境アセスメントシステムを導入

・本社工場が六甲山クリーンハイキングに団体参加（１９９４年 １０月）

１９９３・第１期 環境行動計画を策定（１９９３年 １１月）

１９９２・社内広報誌「みんなの地球」第１号を発行（１９９３年 ２月）

・地球環境課が発足（１９９２年 １２月）

・地球環境憲章を制定（１９９２年 １１月）

・地球環境委員会が発足（１９９２年 ６月）

・第３期 環境行動計画を策定（２０００年 ３月）

・天津富士通天（中国）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９９年 １２月）

・地球環境部が発足（１９９９年 １０月）

・ＦＴＣＡ（アメリカ）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９９年 ６月）

・第１回社内ミニ環境展を開催 （１９９９年 ６月）

・社内広報誌「みんなの地球」のイントラネット上での展開を 
開始 （１９９９年 ６月）

・環境会計を導入

・天津富士通天（中国）がボランティア植林に参加（２０００年 ３月）

・ＦＴｄＭ（メキシコ）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（２０００年 ６月）

・環境報告書の初版を発行（２０００年 ８月）

・ＦＴＥＧ（ドイツ）が販売拠点として初めてＩＳＯ１４００１の認証を
取得 （２００３年 ５月）

・ＦＴＴＬ（タイ）がＩＳＯ１４００１の認証を取得 （２００３年 １０月）

・鉛フリーはんだを使用したグリーン製品を顧客向けに納入
開始（２００３年 ４月）
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印刷：凸版印刷株式会社�

富士通テン株式会社�
〒652-8510　神戸市兵庫区御所通1-2-28　TEL 078-671-5081�

この報告書の内容に関するお問い合わせは�

地球環境部　TEL 078-682-2029

発　　　　行：2004年8月�
次号発行予定：2005年7月�

http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/この報告書の内容は、インターネットホームページでもご覧いただけます。�

～緑豊かな地球～�

地球環境を守ることで、さらに楽しく明るい未来を�

創造したい。そんな願いを絵に託しました。�

富士通テングループ�

富士通テン東日本株式会社�
設立：1988年12月9日　 資本金：9千万円　  従業員数：109名

富士通テン中部株式会社�
設立：1994年4月1日　 資本金：3千万円　  従業員数：42名

富士通テン西日本株式会社�
設立：1994年4月1日　 資本金：8千万円　  従業員数：69名

〈販売〉�

〈製造〉�

■ 国内�

〈製造〉�

■ 海外�

ＦＴＣＡ （FUJITSU TEN CORP. OF AMERICA／アメリカ）�
設立：1976年8月20日 資本金：1,150万USドル　 従業員数：299名　

ＦＴｄＭ （FUJITSU TEN de MEXICO／メキシコ）�
設立：1996年2月14日 資本金：260万ペソ　   従業員数：726名

ＦＴＣＰ （FUJITSU TEN CORPORATION OF THE PHILIPPINES／フィリピン）�
設立：1990年8月17日　 資本金：13,000万ペソ　 従業員数：1,080名

天津富士通天電子有限公司 （中国）�
設立：1995年12月21日　 資本金：872万USドル　 従業員数：1,700名　

FTTL （ＦＵJITSU TEN (THAILAND) COMPANY LIMITED／タイ）�
設立：1998年8月11日　 資本金：2億バーツ　   従業員数：259名

富士通天電子（無錫）有限公司 （中国）�
設立：2004年2月2日　 資本金：1,000万USドル　 従業員数：120名富士通テンアクティ株式会社�

設立：1992年7月7日　 資本金：8千万円　  従業員数：51名

富士通テンリサーチ株式会社�
設立：1992年11月2日　 資本金：1千万円　  従業員数：21名

富士通テン情報システム株式会社�
設立：1998年10月1日　 資本金：5千万円　  従業員数：55名

富士通テンスタッフ株式会社�
設立：2000年2月1日　 資本金：3千万円　  従業員数：116名

富士通テンテクノロジ株式会社�
設立：2003年3月6日　 資本金：5千万円　  従業員数：66名

〈その他〉�

〈販売・その他〉�

ＦＴＣI （FUJITSU TEN CANADA ＩＮＣ．／カナダ）�
設立：1983年9月20日 資本金：5万USドル　    従業員数：7名　

ＥＴＵＫ （ＥＣＬＩＰＳＥ ＴＤ（UK） ＬＩＭＩＴＥＤ／イギリス）�
設立：2001年11月26日　 資本金：350万ポンド    従業員数：2名

ＦＴＥＧ （FUJITSU TEN （ＥＵＲＯＰＥ） ＧｍｂＨ／ドイツ）�
設立：1975年12月29日　 資本金：50万ＤＭ　    従業員数：32名

ＦＴＴＣ （FUJITSU TEN ＴＥＣＨＮＩＣＡＬ ＣＥＮＴＥＲ／アメリカ）�
設立：2002年10月1日　 資本金：100万USドル　 従業員数：27名

ＦＴＳＰ （ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ＳＯＦＴＷＡＲＥ ＰＨＩＲＩＰＰＩＮＥＳ． ＩＮＣ．／フィリピン）�
設立：1999年8月31日　 資本金：3,000万ペソ　 従業員数：157名

ＦＴＳＬ （ＦＵJITSU TEN （ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ） ＰＴＥ ＬＴＤ．／シンガポール）�
設立：1990年1月17日　 資本金：350万Sドル　  従業員数：29名

ＦＴＡＬ （ＦＵJITSU TEN （ＡＵＳＴＲＡＬＩＡ） ＰＴＹ ＬＴＤ．／オーストラリア）�
設立：1990年1月17日　 資本金：33万Aドル　    従業員数：30名

ＩＡＡ （ＩＮＭＯＴＩＯＮ ＡＵＤＩＯ （ＡＵＳＴＲＡＬＩＡ） ＰＴＹ ＬＴＤ．／オーストラリア）�
設立：2000年8月1日　 資本金：20万Aドル　    従業員数：12名

ＦＴＴＴ （富士通天国際貿易（天津）有限公司／中国）�
設立：2003年9月12日　 資本金：20万USドル　 従業員数：12名

ＦＴＲＴ （富士通天研究開発（天津）有限公司／中国）�
設立：2003年11月21日　 資本金：210万USドル　 従業員数：25名

富士通テン株式会社�
設立：1974年10月25日  資本金：530千万円 従業員数：2,851名

株式会社栃木富士通テン�
設立：1967年1月6日  資本金：6千万円 従業員数：260名

アロマフリー型大豆油インキを使用しています。� 古紙配合率100％再生紙を使用しています。�



Ｑ１． ２００３年度版の環境報告書をお読みになったことがありますか。�

 □  あ     る □  な     い��

Ｑ２． ２００３年度版の環境報告書と比較して、どのようにお感じになりましたか。�

 □  良くなった □  あまり変わらない □  悪くなった��

Ｑ３． 富士通テンの環境保全活動についてご存知でしたか。�

 □  知っていた □  少し知っていた □  知らなかった��

Ｑ４． 本報告書をご覧になってどのようにお感じになりましたか。�

 □  良くできている □  普通 □  あまり良くない��

Ｑ５． 本報告書の内容で良かったと思われる点は何ですか。�

                                                                                            �

                                                                                            �

                                                                                            �

Ｑ６． 本報告書の内容で不備だと思われる点は何ですか。�

                                                                                            �

                                                                                            �

                                                                                            �

Ｑ７． 本報告書の存在を何でお知りになりましたか。�

 □  新聞    □  雑誌    □  当社のホームページ    □  当社の従業員    □  友人・知人    □  その他（   　　     ）�

Ｑ８． 本報告書をどのような立場でお読みになられていますか。�

 □  当社製品のお客様 □  環境専門家 □  企業の購買（調達）担当者 □  行政関係者��

 □  一般消費者 □  当社事業所の近隣住民 □  企業の環境担当者 □  外部調査機関��

 □  学生 □  報道関係 □  環境ＮＧＯ □  その他（  　　      ）�

　２００４年度環境報告書を最後までお読みいただき、ありがとうございました。次回報告書を作成する際の参考とさせていただ

きますので、下記項目をご記入の上、ＦＡＸいただければ幸いです。なお、このアンケートは弊社環境ホームページからもダウン

ロードできます（http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/）�

ＦＡＸ ： 078－671－7160

アンケートＦＡＸ用紙　 富士通テン地球環境部行�

ご回答いただいた内容は、今後の環境報告書制作の参考としてのみ使用し、

他の目的には一切使用いたしません。�

富士通テン株式会社地球環境部�

Tel 078-682-2029

ご協力ありがとうございました。差し支えなければ下記にもご記入ください。�

ご氏名                                        　　　　　　　　　　　性別 ： □  男     □  女   　 年齢 ：      ��

ご住所                                        　　　　　　　　　　　Ｅメールアドレス ：                     ��

ご職業（お勤め先・所属・役職・学校名など）�


